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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．当社は、第31期より連結財務諸表を作成しております。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第31期は潜在株式が存在しないため、記載しておりません。また、

第32期は新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上場・非登録であったため、期中平均株価が把握できませんの

で記載しておりません。 

４．第31期及び第32期の株価収益率については、当社株式は非上場・非登録であったため、記載しておりません。 

 

回次 第30期 第31期 第32期 第33期 第34期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 （百万円） － 160,855 190,529 212,920 228,868

経常利益 （百万円） － 7,825 6,406 9,696 11,156

当期純利益 （百万円） － 3,942 2,898 4,324 5,880

純資産額 （百万円） － 25,952 28,739 33,813 39,400

総資産額 （百万円） － 45,986 50,385 57,817 65,138

１株当たり純資産額 （円） － 42,428.44 46,993.78 54,840.78 61,980.52

１株当たり当期純利益 （円） － 6,403.38 4,619.33 6,930.61 9,564.43

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益 

（円） － － － 6,904.85 9,528.69

自己資本比率 （％） － 56.4 57.0 58.5 58.6

自己資本利益率 （％） － 16.5 10.6 13.8 16.3

株価収益率 （倍） － － － 24.2 17.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） － 3,282 2,806 5,772 7,665

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） － △  1,735 △   819 △  1,435 △  2,524

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） － △   230 △   110 654 △  1,644

現金及び現金同等物の期末
残高 

（百万円） － 11,556 13,429 18,433 21,935

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

（人）
－

（  －）
1,460

（ 1,404）
1,630

（ 1,827）
1,914 

（ 2,058）
2,169

（ 2,315）



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第30期及び第31期は潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。また、第32期は新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上場・非登録であったため、期中平均株価が把握で

きませんので記載しておりません。 

３．第32期までの株価収益率については、当社株式は非上場・非登録であったため、記載しておりません。 

４．第31期以降の財務諸表につきましては、証券取引法第193条の２の規定に基づき、監査を受けておりますが、第30期の財

務諸表につきましては、監査を受けておりません。 

  

  

回次 第30期 第31期 第32期 第33期 第34期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 （百万円） 107,010 116,267 134,076 145,772 156,230

経常利益 （百万円） 5,988 5,317 4,223 6,322 7,671

当期純利益 （百万円） 3,029 2,412 2,252 2,993 4,303

資本金 （百万円） 615 615 615 919 964

発行済株式総数 （千株） 602 609 609 614 615

純資産額 （百万円） 19,496 22,197 24,376 28,133 30,957

総資産額 （百万円） 29,737 38,331 40,501 46,439 53,600

１株当たり純資産額 （円） 32,265.65 36,327.42 39,900.22 45,674.58 50,276.17

１株当たり配当額 
（うち１株当たり中間配当
額） 

（円）
100.00

（  －）
100.00

（  －）
100.00

（  －）
1,500.00 
（  －）

2,000.00
（900.00）

１株当たり当期純利益 （円） 4,953.16 3,926.15 3,622.22 4,821.27 6,998.45

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益 

（円） － － － 4,803.35 6,972.30

自己資本比率 （％） 65.6 57.9 60.2 60.6 57.8

自己資本利益率 （％） 16.8 11.6 9.7 11.4 14.6

株価収益率 （倍） － － － 34.8 23.7

配当性向 （％） 2.0 2.5 2.8 31.1 28.6

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

（人）
640

（  544）
745

（  545）
826

（  629）
906 

（  726）
985

（  722）



２【沿革】 

 

年 月 事     項

昭和48年５月 東京都港区六本木4-3-11において事務処理サービス業を目的としてテンプスタッフ㈱を設立 

昭和53年11月 本社を東京都港区赤坂9-6-28に移転 

昭和58年６月 本社を東京都港区青山3-5-14に移転 

昭和61年７月 労働者派遣法の施行に伴い一般労働者派遣事業所許可を取得し、労働者派遣事業として業務を開始 

平成３年12月 障害者雇用の促進を目的としてサンクス・テンプ㈱（現：身体障害者雇用促進研究所㈱）を設立 

平成４年５月 経営基盤強化を目的としてフランチャイズ２社（テンプスタッフ広島㈱、テンプスタッフ京都㈱）を吸

収合併 

平成４年６月 中高年齢者を対象とした人材派遣サービスを行うエルダリーテンプ㈱（現：テンブロス㈱）を設立 

平成４年11月 経営基盤強化を目的としてフランチャイズ（㈱テンプスタッフ神戸）を吸収合併 

平成５年８月 本社を東京都渋谷区代々木1-31-1に移転 

平成５年８月 保健衛生分野における人材紹介サービスを行うケアテンプ㈱を設立 

平成５年10月 海外展開における経営支援を行うテンプインターナショナル㈱を設立 

平成７年８月 海外留学サービスを行う㈱コスモ総合研究所（現：㈱テンプ総合研究所）の株式を取得し、関連会社化

（持株比率：30.0％） 

平成９年２月 不動産管理を行うテンプエステート㈱を設立 

平成９年３月 アウトソーシングサービスを行う㈱イタクを設立（現：テンプスタッフ・アウトソーシング㈱） 

平成10年３月 給与計算等のアウトソーシングサービスを行うテンプスタッフサービスセンター㈱（現：テンプスタッ

フ・インテグレーション㈱）を設立 

平成10年５月 短時間及び変則勤務の人材派遣サービスを行うグッドジョブ㈱を設立 

平成10年12月 派遣労働者向けの教育研修サービスを行うアカデミーテンプ㈱（現：テンプスタッフラーニング㈱）を

設立 

平成12年５月 軽作業業務のアウトソーシングサービスを行うビースケット㈱を設立 

平成13年５月 保育関連職の人材派遣サービスを行うウィッシュ㈱（現：テンプスタッフ・ウィッシュ㈱）を設立 

平成14年１月 営業・販売職の人材派遣サービスを行うテンプスタッフマーケティング㈱の営業を開始 

平成14年１月 夜間・土日休日勤務の人材派遣サービスを行うテンプスタッフプラス㈱を設立 

平成14年４月 IT関連技術職の人材派遣サービスを行うテンプスタッフ・テクノロジー㈱を設立 

平成14年５月 クリエイティブ職の人材派遣サービスを行うテンプスタッフ・クリエイティブ㈱を設立 

平成14年10月 Web人材派遣管理システムの普及、業界標準化を目指し、パソナ㈱、リクルートスタッフィング㈱との

共同出資による事業を開始、㈱イー・スタッフィングを関連会社化（持株比率：33.3％） 

平成14年11月 グローバル顧客への対応強化を目的として米国大手人材派遣会社 Kelly Services, Inc.と業務提携契

約を締結 

平成14年11月 再就職支援サービスを行うテンプスタッフ転身サポート㈱を設立 

平成15年３月 経営基盤強化を目的としてフランチャイズのテンプスタッフ福岡㈱の全株式を取得し、子会社化 

平成15年６月 イベント関連業務のアウトソーシングサービスを行うテミス㈱を設立 

平成15年９月 経営基盤強化を目的としてフランチャイズのテンプスタッフファミリエ㈱の全株式を取得し、子会社化 

平成15年11月 医療機関向け人材派遣サービスを行うテンプスタッフ・ゼムス㈱の営業を開始 

平成15年11月 事務業務のアウトソーシングサービスを行う日本アイデックス㈱の株式を取得し、子会社化 

（持株比率：53.3％） 

平成16年３月 当社株式の保有形態を明確にすることを目的として、筆頭株主である㈲シノックスを吸収合併 

平成16年６月 訪問介護サービスを行うテンプスタッフ・ウェルフェア㈱を設立 

平成16年７月 フードビジネス業界向け人材紹介サービスを行うテンプスタッフ・フードスター㈱の営業を開始 

平成16年９月 在日外国人を対象とした人材派遣サービスを行うテンプスタッフ・ユニバーサル㈱を設立 

平成16年11月 人材紹介サービスを行うテンプスタッフ・キャリア㈱を設立 

平成17年６月 データ入力業務のアウトソーシングサービスを行う㈱データシステム研究所（現：テンプスタッフ・デ

ータ㈱）の株式を取得し、子会社化（持株比率：70.0％） 

平成17年９月 グローバル顧客への人材派遣サービスを行うテンプスタッフ・ケリー㈱の株式を取得し、子会社化 

（持株比率：51.0％） 

平成17年９月 医師の人材紹介サービスを行うテンプスタッフ・メディカライズ㈱を設立 

平成18年２月 本社を東京都渋谷区代々木2-1-1に移転 



（注）平成19年４月、ＩＴ技術者派遣事業の強化を目的として、㈱ワイズノットヒューマンキャピタルの株式を取得し、子会社化

しております。 

 

年 月 事     項

平成18年３月 東京証券取引所市場第一部に株式を上場 

平成18年４月 銀行における生命保険販売支援サービスを㈱リスクマネジメント・ラボラトリーと共同出資により開

始、テンプスタッフ・ライフアドバイザリー㈱を関連会社化（持株比率：50.0％） 

セールスプロモーションに関する人材サービスを行うテンプスタッフＳＰ㈱を設立 

平成18年６月 百貨店販売職の人材サービスを㈱松坂屋と共同出資により開始、テンプスタイル㈱を関連会社化（持株

比率：49.0％） 

平成18年10月 障がい者向け人材紹介サービスを行うテンプスタッフフロンティア㈱を身体障害者雇用促進研究所㈱の

事業分割により設立 

平成18年11月 販売職の有料職業紹介事業強化を目的としてパーソナル㈱の全株式を取得し、子会社化 

平成19年３月 テンプスタッフ・ケリー㈱の全株式を売却 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、連結子会社39社及び関連会社６社により構成されており、「人材派遣・

請負、人材紹介事業」「アウトソーシング事業」「その他の事業」を行っております。人材ビジネスでは、取引先企業の業界な

らびに職種のニーズごとに求められるビジネススキームが異なります。このことから、それぞれに専門特化してノウハウを構築

し、サービスを提供することが有効であるという考えの下、当社グループでは、専門の子会社を設立してこれに対応しておりま

す。 

 当社グループの事業内容は次のとおりであります。 

  

(1）人材派遣・請負、人材紹介事業 

① 人材派遣・請負 

 当社グループでは昭和61年に施行された「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関す

る法律（以下、「労働者派遣法」という）」に基づいて厚生労働大臣より「一般労働者派遣事業」の許可を受け、当該事業

を行っております。 

 労働者派遣を行うにあたっては、派遣での就業を望む労働者を広く募集し、当社グループが定めた登録基準及び登録手続

きに則って登録した労働者（以下、「登録者」という）の中から、企業の依頼内容（期間・業務内容・必要とされる経験や

能力等）に適した登録者を人選し、企業と当社グループとの間で労働者派遣契約（期間・業務内容等を定めるもの）を締結

し、かつ、登録者と当社グループとの間で期間を定めた雇用契約（期間・業務内容・就業条件等を定めるもの）を締結した

うえで企業に派遣しております。労働者派遣は、派遣労働者の雇用者(当社グループ)と使用者（派遣先企業）が異なること

が特徴であり、派遣労働者は派遣先企業での就業において派遣先企業から指揮命令を受け、労働者派遣契約で定めた業務を

行います。 

  

 当社グループと派遣先企業、派遣労働者の関係は次の図のようになります。 

  

 

  

 労働者派遣の対象となる職種（労働者派遣を行うことが可能な業務）は労働者派遣法によって定められており、現在では

一部を除いて原則自由化されています。当社グループでは、事務職はもちろん、技術職や営業職、研究開発職などに幅広く

対応しており、対応職種を以下の４つに区分しております。 

  

ⅰ) 一般事務職 

 一般事務職は、オフィスで必要とされる事務職のうち、OA機器操作や営業事務、受付、ファイリング等であります。こ

の分野は、平成19年３月期における連結売上高の54.5％を占めております。 

ⅱ) 専門事務職 

 専門事務職は、比較的高度な専門スキルや資格を必要とする事務職であり、金融事務や貿易事務、経理、研究開発、通

訳・翻訳等であります。 

ⅲ) IT関連技術職 

 IT（インフォメーション・テクノロジー）関連技術職は、システムエンジニアやプログラマー、ネットワークエンジニ

ア、CADオペレーター等であります。当社グループにおいては、主に子会社のテンプスタッフ・テクノロジー㈱が、この分

野の職種に対応しております。 

ⅳ) その他 

 その他は、労働者派遣法の改正（規制緩和）によって新たに派遣が可能になった職種（製造関連職種や営業・販売職）

等であります。当社グループにおいては、主に子会社のテンブロス㈱やテンプスタッフマーケティング㈱などが、この分

野の職種に対応しております。 

 



 なお、当社グループが行う人材派遣・請負事業は、主として労働者派遣契約(人材派遣）によるものですが、一部、業務の

完成を目的とする請負契約によるものを含んでおります。 

 請負契約は、企業と労働者の間に指揮命令関係は発生せず、労働者派遣契約とは異なり当社グループと企業労働者の関係

は次の図のようになります。 

  

 

  

② 人材紹介 

 当社グループでは昭和22年に施行された「職業安定法」に基づいて厚生労働大臣より「有料職業紹介事業」の許可を受

け、当該事業を行っております。 

 有料職業紹介を行うにあたっては、企業に直接雇用されることを望む労働者（以下、「求職者」という）を広く募集し、

企業の求人依頼における諸条件（業務内容・必要とされる経験や能力、雇用条件等）と求職者の希望条件とを照合し、求人

企業へ求職者を紹介（斡旋）しております。求人企業と求職者の間で面接等を行った結果、双方の合意によって雇用契約が

成立した場合、当社グループは求人企業から対価（紹介手数料）を得ます。 

  

 当社グループと求人企業、求職者の関係は次の図のようになります。 

  

 

  

 有料職業紹介の対象となる業務は職業安定法によって定められており、港湾業務や建設業務を除く業務とされています。

企業からの求人は、IT関連技術職や営業職、研究職などの専門職や管理職が多い傾向にあり、当社グループでは主にこれら

の職種を取り扱っております。当社グループにおいては、主に子会社のテンプスタッフ・キャリア㈱やパーソナル㈱が当該

事業を行っております。 

 なお、当社グループでは、平成12年12月の法改正によって解禁された紹介予定派遣（労働者派遣事業及び有料職業紹介事

業の許可を持つ事業者のみ行うことが出来る、有料職業紹介を予定して行う労働者派遣）も行っております。 

  

 



(2）アウトソーシング事業 

 当社グループが行うアウトソーシング事業は、企業と業務委託契約を締結し、業務コンサルティング及び業務設計、業務の

運営・管理等を行うものであります。 

 当社グループでは、受託対象となる業務について現状分析を行い、業務フローや工数、現状における課題等を把握し、業務

フローの設計や運営体制の構築、業務マニュアルの作成等を行っております。主な受託業務は、申込受付や受注処理等の事務

業務、給与計算、データ入力、テレマーケティング等であり、これらは受託業務の特性や顧客企業の要望などに応じて、顧客

企業内で業務を行う場合と、当社グループ内で行う場合があります。当社グループにおいては、主に子会社のテンプスタッ

フ・アウトソーシング㈱及び㈱日本アイデックスが当該事業を行っております。 

  

 当社グループと企業との関係は次の図のようになります。 

  

 

  

(3）その他の事業 

 その他の事業の中で主な事業は、再就職支援事業及び教育研修事業であります。 

  

① 再就職支援事業 

 当社グループが行う再就職支援事業は主に、企業と再就職支援業務委託契約を締結し、企業から対価を受け、会社都合に

よる退職予定者（以下、「再就職支援対象者」という）に対して再就職に向けた支援を行うものであります。 

 当社グループでは、再就職支援対象者に対して、キャリアカウンセリングや応募書類（履歴書・職務経歴書等）の作成指

導、面接トレーニングなどを行い、求人市場の動向や最新の求人案件に関する情報提供を通じて、再就職を支援しておりま

す。当社グループにおいては、子会社のテンプスタッフ転身サポート㈱が当該事業を行っております。 

  

 当社グループと企業、再就職支援対象者の関係は次の図のようになります。 

  

 

  

② 教育研修事業 

 当社グループが行う教育研修事業は、当社グループにおいては、子会社のテンプスタッフラーニング㈱が当該事業を行っ

ております。 

  

 



 
  



４【関係会社の状況】 

 

名称 住所 
資本金
(百万円) 

主要な事業の内容
議決権の
所有割合 
(％) 

関係内容 

（連結子会社）   

テンプスタッフ・テクノロジー
㈱ 

東京都渋谷区 90
人材派遣・請負、
人材紹介事業 

100.0 役員の兼任有り 

テンブロス㈱ 東京都新宿区 80
人材派遣・請負、
人材紹介事業 

100.0 役員の兼任有り 

テンプスタッフマーケティング
㈱ 

東京都渋谷区 80
人材派遣・請負、
人材紹介事業 

100.0 役員の兼任有り 

グッドジョブ㈱ 東京都新宿区 80
人材派遣・請負、
人材紹介事業 

100.0 役員の兼任有り 

ケアテンプ㈱ 東京都品川区 50
人材派遣・請負、
人材紹介事業 

100.0 役員の兼任有り 

テンプスタッフ・ゼムス㈱ 
（注）３ 

東京都渋谷区 150
人材派遣・請負、
人材紹介事業 

100.0 役員の兼任有り 

テンプスタッフ・キャリア㈱ 東京都渋谷区 50
人材派遣・請負、
人材紹介事業 

100.0 役員の兼任有り 

テンプスタッフファミリエ㈱ 長野県長野市 35
人材派遣・請負、
人材紹介事業 

100.0 役員の兼任有り 

テンプスタッフ福岡㈱ 福岡市中央区 30
人材派遣・請負、
人材紹介事業 

100.0 役員の兼任有り 

テンプスタッフ・ウィッシュ㈱ 東京都渋谷区 45
人材派遣・請負、
人材紹介事業 

100.0 役員の兼任有り 

テンプスタッフプラス㈱ 東京都渋谷区 40
人材派遣・請負、
人材紹介事業 

100.0 役員の兼任有り 

テンプスタッフ・クリエイティ
ブ㈱ 

東京都港区 30
人材派遣・請負、
人材紹介事業 

100.0 役員の兼任有り 

テンプスタッフ・ユニバーサル
㈱ 

東京都千代田
区 

30
人材派遣・請負、
人材紹介事業 

100.0 役員の兼任有り 

テンプスタッフ・メディカライ
ズ㈱ 

東京都渋谷区 30
人材派遣・請負、
人材紹介事業 

100.0 役員の兼任有り 

テンプスタッフ・フードスター
㈱ 

東京都港区 10
人材派遣・請負、
人材紹介事業 

100.0 役員の兼任有り 

テンプスタッフＳＰ㈱ 東京都渋谷区 30
人材派遣・請負、
人材紹介事業 

100.0 役員の兼任有り 

テンプスタッフフロンティア㈱ 東京都中央区 30
人材派遣・請負、
人材紹介事業 

100.0 役員の兼任有り 

パーソナル㈱ 東京都中央区 50
人材派遣・請負、
人材紹介事業 

100.0 役員の兼任有り 

Tempstaff (Hong Kong) Ltd. 
（注）３ 

香港 
7,000
千HK$ 

人材派遣・請負、
人材紹介事業 

100.0
(100.0)

TS Consulting International, 
Inc. 

米国カリフォ
ルニア州 

500
千US$ 

人材派遣・請負、
人材紹介事業 

100.0
(100.0)

役員の兼任有り 

Shanghai Tempstaff 
Consulting Co., Ltd. 

中国上海市 
1,158
千RMB 

人材派遣・請負、
人材紹介事業 

85.0
( 85.0)

Tempstaff (Singapore) Pte., 
Ltd.（注）３ 

シンガポール 
1,400
千S$ 

人材派遣・請負、
人材紹介事業 

100.0
(100.0)

役員の兼任有り 

Tempstaff Recruitment Co., 
Ltd. 

タイ バンコ
ク 

6,000
千THB 

人材派遣・請負、
人材紹介事業 

100.0
(100.0)



 （注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

３．特定子会社であります。 

４．平成19年４月に㈱ワイズノットヒューマンキャピタルを連結子会社としております。 

  

名称 住所 
資本金
(百万円) 

主要な事業の内容
議決権の
所有割合 
(％) 

関係内容 

Tempstaff Korea Co., Ltd. 韓国ソウル 
400,000
千KRW 

人材派遣・請負、
人材紹介事業 

100.0
(100.0)

役員の兼任有り 

Suzhou Tempstaff Consulting 
Co., Ltd. 

中国江蘇省 
蘇州市 

100
千RMB 

人材派遣・請負、
人材紹介事業 

90.0
(90.0)

Tempstaff Taiwan Co.,Ltd. 台湾台北市 
10,000
千台湾$ 

人材派遣・請負、
人材紹介事業 

100.0
(100.0) 

Tempstaff Guangzhou Ltd. 
中国広東省 
広州市 

126
千US$ 

人材派遣・請負、
人材紹介事業 

100.0
(100.0) 

㈱イタク（現：テンプスタッ
フ・アウトソーシング㈱） 

東京都渋谷区 30
アウトソーシング
事業 

100.0
当社の派遣先 
役員の兼任有り 

テンプスタッフ・インテグレー
ション㈱ 

東京都渋谷区 30
アウトソーシング
事業 

100.0
当社の業務委託先 
役員の兼任有り 

ビースケット㈱ 東京都渋谷区 30
アウトソーシング
事業 

100.0 役員の兼任有り 

テンプスタッフ・データ㈱ 東京都豊島区 10
アウトソーシング
事業 

100.0 役員の兼任有り 

㈱日本アイデックス 東京都新宿区 93
アウトソーシング
事業 

53.3 役員の兼任有り 

Suzhou Tempstaff Data Co., 
Ltd. 

中国江蘇省 
蘇州市 

90
アウトソーシング
事業 

100.0
(100.0)

テンプインターナショナル㈱ 
（注）３ 

東京都渋谷区 400 その他の事業 100.0
当社の海外法人支援 
役員の兼任有り 

テンプエステート㈱ 東京都渋谷区 90 その他の事業 100.0
当社の不動産管理会社
役員の兼任有り 

テンプスタッフ転身サポート㈱ 
東京都千代田
区 

40 その他の事業 100.0 役員の兼任有り 

アカデミーテンプ㈱（現：テン
プスタッフラーニング㈱） 

東京都渋谷区 30 その他の事業 100.0 役員の兼任有り 

テンプスタッフ・ウェルフェア
㈱ 

東京都品川区 30 その他の事業 100.0 役員の兼任有り 

身体障害者雇用促進研究所㈱ 東京都中野区 10 その他の事業 100.0 役員の兼任有り 

（持分法適用関連会社）   

テンプスタッフ・ライフアドバ
イザリー㈱ 

東京都千代田
区 

10
人材派遣・請負、
人材紹介事業 

50.0

テンプスタイル㈱ 
名古屋市中村
区 

90
人材派遣・請負、
人材紹介事業 

49.0

パーソナル札幌㈱ 
北海道札幌市
中央区 

12 
人材派遣・請負、
人材紹介事業 

20.0
( 20.0)

㈱ディック・アルファ 東京都豊島区 10
アウトソーシング
事業 

25.0
( 25.0)

㈱イー・スタッフィング 
東京都千代田
区 

330 その他の事業 33.3 役員の兼任有り 

㈱テンプ総合研究所 東京都渋谷区 50 その他の事業 30.0 役員の兼任有り 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（関係会社などへの出向者を除き、関係会社からの出向者を含んでおります。）であり、臨時従業

員数（契約社員、派遣社員）は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．従業員数が当連結会計年度中において、255人増加しましたのは、主として業容拡大に伴う定期及び期中採用によるもの

であります。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であり、臨時従

業員数（契約社員、派遣社員）は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．事業が順調に拡大し、新卒者の採用と中途入社者の受入を実施したため、当期中において、79名の増加となっておりま

す。 

  

(3）労働組合の状況 

 当社及び当グループ会社には、労働組合は結成されておりませんが、労使関係につきましては良好であります。 

  

  

  平成19年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

人材派遣・請負、人材紹介事業 1,819 （1,471） 

アウトソーシング事業 329 （ 723） 

その他の事業 21 （ 121） 

合計 2,169 （2,315） 

  平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

985（722） 33.1 4.4 5,869,282 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当連結会計年度における我が国経済では、緩やかではあるものの、安定成長の軌道を維持しており、いざなぎ景気の期間を

超えた戦後最長の景気拡大局面を迎えております。 

当社グループの属する人材ビジネス業界においては、企業収益の改善による雇用の増勢を追い風とし、需要は堅調に推移す

るものの、雇用回復局面の長期化に伴う人手不足感を背景に需給の逼迫が続いております。 

このような情勢のもと、当社グループでは更なる登録者獲得を目指し、仕事情報検索サイト「ジョブチェキ！」及びその携

帯電話版「ケイタイジョブチェキ！」を“誰でも気軽に希望の仕事がすぐに探せること”をキーワードに平成18年７月にリ

ニューアルいたしました。携帯電話からのアクセス機能、希望条件による検索機能を強化することによって求職者への訴求力

を高め、需要拡大に対応すべく幅広い登録者層の形成を目指してまいります。 

一方、新規登録者獲得のみならず顧客も含めた“職住接近を希望する層”の取り込みを目的として、自由が丘、板橋、明

石、彦根など地域密着型オフィスを積極展開いたしました。地域密着型オフィスでは小規模ながら営業・登録機能を備え、従

来から近隣地域内で完結していた需給ニーズにきめ細かく対応しております。さらに地域戦略の一環としては、芳賀、柏、宇

都宮にＩＴ・バイオ・メディカルなど専門職を取り扱う部門及び子会社を集約した拠点を開設し、事務職から専門職までワン

ストップサービスの提供が可能な、集約拠点の利点を活かした質の高いサービス提供体制を整えました。 

このような活動の結果、新規登録者数では前年同月比で２桁増となる月もみられるなど需給が逼迫した状況が続く中、効果

が出始めております。 

また、事業拡大の戦略の１つである「職種領域の拡大」を目指し、販売職の有料職業紹介大手のパーソナル㈱を子会社化い

たしました。これにより事業の主力である「人材派遣・請負、人材紹介事業」のより一層のシェアの拡大を図ると共に更なる

顧客サービス向上を目指してまいります。 

グローバル戦略の一環としては、中国・蘇州市に、当社グループでは中国内３ヶ所目となる拠点、Suzhou Tempstaff 

Consulting Co., Ltd.（蘇州テンプスタッフコンサルティング有限公司）を開設し、営業を開始いたしました。蘇州市工業園

区という好立地であることや、蘇州市における日系人材企業初の人材派遣ライセンスの取得であることを強みとして、これま

でに培ったノウハウを活かし、中国国内でのさらなる人材ビジネス市場拡大に貢献してまいります。 

 この結果、当連結会計年度の売上高は228,868百万円（前連結会計年度比7.5％増）、営業利益は11,040百万円（同13.6％

増）、経常利益は11,156百万円（同15.1％増）、当期純利益は5,880百万円（同36.0％増）となりました。 

  

 事業の種類別セグメントの業績（セグメント間内部取引消去前）は次のとおりです。 

  

① 人材派遣・請負、人材紹介事業 

 当連結会計年度は、景気拡大傾向が続き堅調に需要が推移したほか、事業拡大戦略の一環としてパーソナル㈱を子会社化

したことにより、売上高は221,883百万円（同7.5％増）となりました。また、利益面では、企業の正社員の採用拡大に伴

い、収益性の高い紹介予定派遣や人材紹介等の需要が増加し、また、効率的な広告出稿等によるコスト削減を行った結果、

営業利益は10,540百万円（同15.6％増）となりました。 

  

② アウトソーシング事業 

 当連結会計年度は、人材派遣・請負、人材紹介事業同様、堅調な需要が続くものの直接雇用による採用拡大に影響を受

け、売上高は8,776百万円（同4.7％増）となりました。利益面では、受託案件毎の損益管理を進め、また、当社グループに

おける管理業務の集約化及び体制整備の結果、営業利益は771百万円（同145.5％増）となりました。 

  

③ その他の事業 

 当連結会計年度は、主として再就職支援事業においてリストラの流れが一段落する中、上期は、官公庁を中心とする営業

が功を奏しましたが、下期以降、受注が低調となった結果、売上高は1,314百万円（同13.7％減）となり、営業損失は45百万

円（前連結会計年度は258百万円の営業利益）となりました。 

  

(2)キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、売上債権の増加、有形固定資産の取得、連結の

範囲変更を伴う子会社株式の取得等の要因により一部相殺されたものの、税金等調整前当期純利益が11,221百万円（前連結会

計年度比17.8％増）と大きく増加したこと等により、前連結会計年度末に比べ3,502百万円増加し、当連結会計年度末には

21,935百万円となりました。 



当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、前連結会計年度より1,893百万円増加し、7,665百万円となりました。これは主に、税金等

調整前当期純利益が11,221百万円、営業債務の増加額が2,665百万円となった一方、売上債権の増加額が984百万円、法人税等

の支払額が4,869百万円となったことによるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、前連結会計年度より1,088百万円増加し、2,524百万円となりました。これは主に、連結の

範囲変更を伴う子会社株式の取得2,472百万円によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は1,644百万円（前連結会計年度は654百万円の資金の増加）となりました。これは主に、配当

金の支払額1,467百万円があったほか、前連結会計年度は東京証券取引所への株式上場に伴う新株発行による資金調達765百万

円があったことによるものであります。 

  

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社グループは、人材派遣・請負事業、人材紹介事業を中心に、アウトソーシング事業などの人材関連事業を行っており、

提供するサービスの性格上、生産実績の記載に馴染まないため、省略しております。 

  

(2）受注状況 

 生産実績の記載と同様に、受注状況の記載に馴染まないため省略しております。 

  

(3）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりとなります。 

 （注）１．セグメント間の取引は、相殺消去しております。 

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 

事業の種類別セグメントの名称 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

売上高 
（百万円） 

構成比
（％） 

前年同期比
（％） 

売上高 
（百万円） 

構成比 
（％） 

  

一般事務職 124,838 54.5 107.2 116,411 54.7

専門事務職 42,123 18.4 105.7 39,861 18.7

IT関連技術職 18,688 8.2 105.4 17,724 8.3

その他 31,057 13.6 109.8 28,297 13.3

人材紹介事業 3,803 1.6 156.1 2,436 1.1

人材派遣・請負、人材紹介事業 220,510 96.3 107.7 204,732 96.1

アウトソーシング事業 7,295 3.2 105.4 6,919 3.3

その他の事業 1,062 0.5 83.8 1,267 0.6

合計 228,868 100.0 107.5 212,920 100.0



３【対処すべき課題】 

  

(1) 現状の認識について 

人材ビジネス業界においては、平成16年３月の改正労働者派遣法の施行や、近年の労働市場の構造変化による人材ビジネス業

界内及び他業種とのボーダレス化、景気拡大傾向の長期化に伴う人材市場の需給の逼迫によって、事業領域全体の拡大を上回る

程の高い競争状態が続いております。 

一方、平成18年５月施行の会社法や、同年６月に成立した金融商品取引法など、企業の内部統制システムの整備・運用が求め

られる中、今後その社内対応やインフラ整備に経費増大が予想されます。 

その対応として収益基盤の強化に向けた事業ポートフォリオの拡大と派遣労働者の確保が重要課題であると認識しており、課

題への取り組みを通じ、さらなる売上の拡大を図ると共により一層の事務処理効率化を進め、高い収益力を保ったローコスト経

営を目指してまいります。 

  

(2) 当面の対処すべき課題の内容 

当社グループが対処すべき課題といたしましては、以下の２点と認識しております。 

① 事業ポートフォリオの拡大 

市場動向の変化に伴い、顧客企業及び求職者のニーズも、昨今様々に高度化・多様化が進んでおります。当社グループで

は、そのニーズに応えるべく、現状当社グループが手がけていない職種領域について事業化の必要性を十分に検討の上、M＆A

による経営資源の調達も視野に、積極的に進めていく所存であります。 

また、専門企業との提携による専門性の高い職種や専門職域の育成型派遣などのサービス提供など、顧客ニーズに応える

サービスラインナップを強化し顧客企業の満足度を高めてまいります。 

  

② 派遣労働者の確保 

顧客企業の要望に対し、よりスピーディにかつ安定的に対応するためには、様々なスキルを持つ人材を新規登録によって安

定的に獲得し、常に一定数以上の就業可能な派遣労働者を確保しておくことが不可欠となります。人材市場の需給が逼迫して

いる現在、効率的なマッチングを行う事により成約率を高め、また労働市場において多くの派遣労働希望者に選ばれるように

様々な施策を打つことによって競争力強化を図ってまいります。 

  

(3) 具体的な取組状況等 

上記のような対処すべき課題に対して、当社グループでは以下のように取り組んでおります。 

① サービスラインナップの強化 

 販売職の人材紹介事業強化を目的として国内大手のパーソナル㈱を子会社化したほか、銀行における生命保険販売支援サー

ビスを行うテンプスタッフ・ライフアドバイザリー㈱や百貨店販売職の人材サービスを行うテンプスタイル㈱を、事業化に必

要なノウハウをもつ企業との共同出資にて設立し、職種領域の拡大を進めております。平成19年４月にはIT技術者特定派遣事

業強化を目的として㈱ワイズノットヒューマンキャピタルを子会社化するなど、その時々の顧客ニーズや市況等を鑑み、積極

的に事業化について検討しサービスラインナップを強化してまいります。 

  

② 仕事検索サイト「ジョブチェキ！」強化 

 “誰でも気軽に仕事探し”を目指し、仕事情報サイト「ジョブチェキ！」をリニューアル致しました。携帯電話版「ケイタ

イジョブチェキ！」の機能拡充や簡単な情報の入力だけで希望の仕事にエントリーできるクイックエントリー機能の追加、希

望条件の検索項目追加など利便性の向上により求職者への訴求力を高め、需要拡大に対応すべく幅広い登録者層の形成を目指

します。 

  

③ 地域サービス体制の整備 

  “地元の仕事が豊富にある便利な派遣会社”のブランド確立を目指し、自由が丘などの住宅地に地域密着型オフィスを積極

的に展開いたしました。また、ITやバイオ・メディカルなど専門職を取り扱う部門や子会社を集約した拠点を開設し、事務職

から専門職までワンストップでサービス提供が可能な体制を整えました。これらの取組みによりあらゆる求職者に幅広い職業

選択の可能性を提示すると共に地域経済の活性化と雇用の創造を目指します。 

 



４【事業等のリスク】 

 以下において、当社グループの事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しており

ます。なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成19年６月28日）現在において当社グループが判断

したものであります。 

  

(1) 法的規制について 

当社グループの行っている事業は多岐にわたっており、それぞれの事業分野において法的規制を受けております。当社グルー

プでは、コンプライアンス経営を最重要課題のひとつとして認識して取り組みを行っておりますが、今後、法的規制が強化・拡

大された場合には、減収、あるいは新たな費用の増加等により、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与える可能性が

あります。 

① 人材派遣・請負、人材紹介事業 

（イ）人材派遣・請負事業 

当社グループの主要な事業である人材派遣事業は、「労働者派遣法」第8条に基づく一般労働者派遣事業許可を受けて行って

いる事業であります。 

「労働者派遣法」では、一般労働者派遣事業の適正な運営を確保するために、派遣事業を行う者(法人である場合には、その

役員を含む)が派遣元事業主としての欠格事由(労働者派遣法 第6条)及び当該許可の取消事由(同 第14条)に該当した場合に

は、事業の許可を取り消し、または、期間を定めて当該事業の全部若しくは一部の停止を命じることができる旨を定めており

ます。 

なお、現時点において、当社グループにおいては、上記に抵触する事実はないものと認識しております。しかしながら、今

後何らかの理由により当社グループ各社並びにその役員が上記に抵触した場合、許可が取り消され、または、業務の全部若し

くは一部の停止が命ぜられることにより、当社グループの主要な事業活動に支障を来たすとともに、当社グループの財政状態

及び経営成績に重大な影響を与える可能性があります。 

また、「労働者派遣法」及び関係諸法令については、労働環境の変化に応じて、これまでにも派遣対象業務や派遣期間に係

る規制緩和並びに派遣元事業主における管理体制の強化の両面からの改正が適宜実施されてきており、当社グループではその

都度、当該法令改正に対応するための諸施策を採ってきておりますが、今後、さらに「労働者派遣法」及び関係諸法令の改正

が実施された場合、当社グループの今後の事業運営方針並びに経営成績に少なからず影響を与える可能性があります。 

  

（ロ）人材紹介事業 

当社グループが行う人材紹介事業は、「職業安定法」第32条の4に基づく有料職業紹介事業許可を受けて行っている事業であ

ります。 

「職業安定法」においても「労働者派遣法」と同様に、人材紹介事業を行う者(法人である場合には、その役員を含む)が有

料職業紹介事業者としての欠格事由(職業安定法 第32条)及び当該許可の取消事由(同 第32条の9)に該当した場合には、事業の

許可を取り消し、または、期間を定めて当該事業の全部若しくは一部の停止を命じることができる旨を定めております。 

  

② その他の事業 

当社グループが行う再就職支援事業は、ビジネスモデル自体は人材紹介事業とは一線を画しておりますが、求職者を求人企

業に紹介するという点において、人材紹介事業と同様に規制を受けております。 

  

(2) 個人情報の取扱い及び個人情報保護法に関するリスクについて 

当社グループでは、派遣登録者や職業紹介希望者についての多くの個人情報を保有しております。当社グループではこれらの

個人情報の取扱いに際し、個人情報取扱規程を定め、その遵守や従業員教育を通じて個人情報の厳正な管理に留意しておりま

す。また、平成17年４月１日より個人情報保護法が全面施行されました。同法において個人情報取扱事業者（当社グループの主

要企業はこれに該当します）は、必要と判断される場合には一定の報告義務が課されるとともに、同法の一定の義務に反した場

合において個人の権利利益を保護するために必要があると認めるときは、主務大臣は必要な措置を取るべきことを勧告又は命令

することができるとされております。 

当社グループでは管理体制強化により同法遵守の体制を整えることにより、グループ内部からの情報漏洩を未然に防ぐよう努

めております。しかしながら体制強化にも係わらず、個人情報の漏洩や不正使用などの事態が生じた場合、当社グループのイ

メージ悪化や補償等の発生により事業運営に重大な影響を与えるとともに、財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があり

ます。 

  

(3) 法令遵守に関するリスクについて 

当社グループでは、社会的責任を全うすべく事業拡大に合わせ、社内研修プログラムの充実、諸規程の整備など適宜、内部管



理体制及び教育制度等を整備しております。しかしながら、これらの内部管理体制の整備及び教育等は、違法行為のすべてを

排除することを保証するものではありません。 

取締役会機能と内部統制組織の強化については今後も徹底を図ってまいりますが、従業員による重大な過失、不正、違法行為

等が生じた場合、訴訟や損害賠償等により財政状態及び経営成績等に重要な影響を与える可能性があり、さらに当社グループの

事業は顧客企業や既登録者、登録希望者との信頼関係に依存する部分が大きいことから、ブランドイメージの低下により顧客企

業からの発注停止や就業希望者の減少が生じる可能性があります。 

また、労働基準監督署等の調査の結果、当社グループに悪質な違反等が認められ、当社グループが行政指導を受けた場合、当

社グループの事業運営に影響を与えるとともに、財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。 

  

(4) 社会保険制度の改訂に伴う経営成績への影響 

社会保険料の料率・算出方法は、諸般の条件及び外部環境の変化等に応じて改訂が適宜実施されてきております。当社グルー

プにおいては、従業員に加えて派遣労働者も社会保険の加入者であるため、今後、社会保険料の料率・算出方法を含めた社会保

険制度の改訂が実施された場合、当社グループ各社が負担する金額が変動することにより、当社グループの経営成績に影響を与

える可能性があります。 

なお、近年においては、平成16年６月の通常国会において年金改革関連法が成立し、厚生年金保険の最終保険料は18.3％と定

められ、平成16年10月から平成29年９月まで毎年0.354％ずつ段階的に引き上げられます。これにより、標準月額報酬に対する厚

生年金保険料の会社負担率は、平成29年まで毎年0.177％ずつ増加していくことが予定されており、今後の収益を圧迫する要因の

ひとつとなることが予想されます。 

  

(5) 新規事業展開に伴うリスクについて 

当社グループでは今後も、現状当社グループで手がけていない職種領域へのサービスラインナップ追加や、グローバル戦略の

一環としての新規地域への進出など、新会社の設立または企業買収により事業を展開していくことを予定しております。しかし

ながら、企業買収に伴う多額の資金需要が発生する可能性があるほか、労働市場の変化や競合状況により必ずしも企業買収にか

かる収益見通しが、そのとおりに推移する保証はなく、想定どおりの収益規模が確保できない場合、当社グループの財政状態及

び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(6) 当社社長である篠原欣子への依存について 

当社グループの事業推進には、当社グループの創始者で現在の代表取締役社長である篠原欣子の個人的力量によるところは小

さくなく、企業買収活動を始めとして、国内新規事業並びに海外事業展開、各種事業提携及びグループ内のエグゼクティブ人事

等の戦略的意思決定に深く関与しております。また、女性起業家として知名度が高く、企業イメージの向上に多大な貢献をして

いるものと判断しております。 

当社グループでは、各部門の責任者として役員クラスの人材を配置し権限を委譲することにより篠原欣子への依存を小さくす

る体制の構築を進めておりますが、何らかの理由により篠原欣子が当社グループにおいて業務を継続することが困難となった場

合、当社グループの事業運営、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(7) 有能な人材の確保や育成について 

当社グループ事業の成功の要件は変化の激しい人材関連ビジネス業界において、市場や顧客企業の要求のみならず、求職者の

ニーズを把握し、安定的なサービスを提供することが出来るかにあると考えております。このため先見性と実行力を備えた有能

な幹部人材、また、市場や顧客企業の要求に即した人材及び能力を持つ人材の確保及び育成ができない場合、当社グループの将

来の成長、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(8) 災害及びシステム障害等の影響について 

事業の拡大に伴いシステム化による業務効率化を図り、また個人情報の保護対策を進めた結果、当社グループの事業はコン

ピューターシステム及びそのネットワークに多くの依存をしております。そのため、不測の事態に対しては、災害時の体制整

備、システムセキュリティの強化、ハードウェアの増強等様々な対策を講じております。 

しかしながら、これらの対策にも係わらず、人為的過誤、自然災害等によるトラブルが発生した場合には、当該事態の発生地

域の事業運営に直接被害が生じるほか、他地域の当社グループの事業運営に損害が生じる可能性があります。またそれが長期に

亘る場合、顧客企業への労務の提供が事実上不可能になる可能性があり、当社グループが提供するサービスに対する信頼性の低

下を招くなどの重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

  

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

  

 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成19年６月28日）現在において当社グループが判断したもので

あります。 

(1）財政状態の分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

 総資産は前連結会計年度末に比べ7,321百万円（前連結会計年度比12.7％）増加し、このうち流動資産が、6,402百万円

（同13.2％）増加しております。これは、主な内訳として、現金及び預金の増加が3,908百万円(同21.2％)、受取手形及び売

掛金の増加が1,205百万円(同4.3％)となっております。この要因としては、当社グループにおいて主力事業である人材派遣

事業の売上増加が大きく影響し、また、売掛金の回収期間が前連結会計年度1.58ヶ月から、当連結会計年度1.44ヶ月に0.14

ポイント改善したことを含めた結果であると考えております。 

 流動負債は、前連結会計年度末に比べ3,539百万円（同16.9％）増加しております。この内訳として、税金等調整前当期純

利益が1,696百万円（同17.8％）増加したことに伴い、未払法人税等が520百万円（同16.9％）増加したことと、売上の増加

に伴い、派遣労働者に対する未払給与等が増加し、未払金が1,591百万円(同13.3％)増加していることによります。 

 一方、自己資本は4,351百万円（同12.9％）増加しておりますが、これは当期純利益5,880百万円が計上された一方、剰余

金の配当1,475百万円を行ったことによります。 

 以上の結果、財務指標としては、流動比率が、232.1％から224.7％と7.4ポイント悪化し、自己資本比率が58.5％から

58.6％と0.1ポイント上昇いたしました。 

② キャッシュ・フローの状況 

 キャッシュ・フローの状況については「１．業績等の概要 （２）キャッシュ・フロー」に記載しております。 

  

(2）経営成績の分析 

 当連結会計年度における売上高は、主力となる人材派遣事業において、企業からの活発な需要が牽引し、228,868百万円と前

連結会計年度に比べ7.5％の増収となりました。売上総利益は、人材派遣事業において粗利率が改善したこと、収益性の高い紹

介予定派遣や人材紹介等の需要が増加したことにより売上原価率が0.4ポイント低下したため、34,095百万円（前連結会計年度

比10.2％増）となりました。販売費及び一般管理費は、当社グループ全体の管理業務の効率化を推し進める一方、地域密着型

オフィスの展開と営業要員の増員を積極的におこなった結果、売上高販売管理費比率が0.1ポイント上昇しましたが、営業利益

が11,040百万円（同13.6％増）となり、売上高営業利益率は0.2ポイント改善し4.8％となりました。 

当期純利益は、税金等調整前当期純利益が前連結会計年度に比べ1,696百万円（同17.8％）増加したことと税効果会計適用後

の法人税等の負担率が52.9％から46.1％と6.8ポイント低下したことにより5,880百万円（同36.0％増）となりました。 

  

  

  平成18年３月期 平成19年３月期 

総資産利益率 (ROA) 8.0％ 9.6％

自己資本利益率 (ROE) 13.8％ 16.3％

売上高営業利益率 4.6％ 4.8％

売上高経常利益率 4.6％ 4.9％

流動比率 232.1％ 224.7％

固定比率 27.5％ 26.8％

自己資本比率 58.5％ 58.6％

総資産 57,817百万円 65,138百万円

自己資本 33,813百万円 38,164百万円

現金及び現金同等物の期末残高 18,433百万円 21,935百万円



第３【設備の状況】 
  

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度の設備投資の主なものは、新規拠点の開設や既存拠点の配置変更に伴う建物付属設備、器具及び備品等であ

り、投資額は509百万円であります。事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりとなります。 

  

 

事業の種類別セグメントの名称 建物・器具及び備品(百万円) 

人材派遣・請負、人材紹介事業 306 

アウトソーシング事業 163 

その他の事業 39 

計 509 



２【主要な設備の状況】 

 当社グループの主要な設備及び従業員の配置状況は、次のとおりであります。 

(1）提出会社 

 （注）１．上表の主要な設備は賃借しており、年間賃借料は759百万円であります。 

２．上表のほかに、敷金及び保証金の主なものとして、池袋オフィス111百万円、新宿オフィス138百万円、銀座オフィス99

百万円、梅田オフィス113百万円があります。 

３．帳簿価額の金額には消費税等を含んでおりません。 

４．括弧内は、臨時従業員の雇用人員数であり、外数であります。 

  

(2）国内子会社 

 （注）１．上表のほかに、敷金及び保証金合計90百万円があります。 

２．帳簿価額の金額には消費税等を含んでおりません。 

３．括弧内は、臨時従業員の雇用人員数であり、外数であります。 

４．テンプエステート㈱については、賃貸設備のため従業員数は記載しておりません。 

  

(3）在外子会社 

 記載すべき主要な設備はありません。 

  

 

      平成19年３月31日現在

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額

従業員数
(人) 

建物及び
構築物 

（百万円）

器具及び
備品 

（百万円）

土地
（百万円）
(面積㎡) 

その他
（百万円）

合計 
（百万円） 

池袋オフィス 
(東京都豊島区) 

人材派遣・請負、

人材紹介事業 事業所設備 33 75
－
(－)

－ 109 62( 44)

新宿オフィス 
(東京都渋谷区) 

人材派遣・請負、

人材紹介事業 事業所設備 26 42
－
(－)

－ 68 138(102)

銀座オフィス 
(東京都中央区) 

人材派遣・請負、

人材紹介事業 事業所設備 8 9
－
(－)

－ 18 101( 53)

名古屋オフィス 
(名古屋市中区) 

人材派遣・請負、

人材紹介事業 事業所設備 6 19
－
(－)

－ 26 18( 12)

梅田オフィス 
(大阪市北区） 

人材派遣・請負、

人材紹介事業 事業所設備 18 28
－
(－)

－ 46 59( 46)

      平成19年３月31日現在 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容

帳簿価額

従業員数
(人) 建物及び

構築物 
（百万円）

器具及び
備品 

（百万円）

土地
（百万円）
(面積㎡) 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

㈱日本アイデックス 
本  部 

(東京都練馬区) 
アウトソーシ
ング事業 

事業所設備 43 75
－

(－)
－ 118 166(332)

テンプエステート㈱ 
賃貸用不動産 

(東京都渋谷区) 
その他の事業 事業所設備 62 1

284

(409.00)
－ 348 －

テンプエステート㈱ 
賃貸用不動産 

(大阪市淀川区) 
その他の事業 賃貸の施設 19 0

184

(164.97)
－ 205 －

テンプエステート㈱ 
上北沢寮 

(東京都世田谷区) 
その他の事業 厚生設備 37 0

140

(265.28)
－ 178 －



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。 

 なお、平成19年３月31日現在において重要な設備の新設、除却の計画は次のとおりであります。 

  

  

事業所名 所在地 
事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

投資予定金額
資金調達方
法 

着手及び完了予定 
完成後の増
加能力 総額

（千円） 
既支払額
（千円） 

着手 完了 

本社他 
東京都渋谷
区他 

人材派遣・
請負、人材
紹介事業 

基幹システ
ム構築及び
サーバの増
強 

2,000,000 29,148
増資資金及
び自己資金 

平成18年  
７月 

平成22年  
３月 

－ 



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された

株式数は含まれておりません。 

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 2,400,000 

計 2,400,000 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成19年３月31日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成19年６月28日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 615,757 616,001
東京証券取引所
（市場第一部） 

－ 

計 615,757 616,001 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

（平成17年１月21日臨時株主総会決議） 

 （注）１．当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合には、各新株予約権の目的となる株式の数は、次の算式に

より調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り捨てる。 

２．次の①又は②の事由が生じる場合には、発行価額はそれぞれ次に定める算式により、調整されるものとし、調整により

生じる1円未満の端数はこれを切り上げる。 

① 当社普通株式につき株式分割又は株式併合が行われる場合。 

② 当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合（ただし、新株予約権

の行使の場合を除く）。 

３．行使条件は次のとおりであります。 

① 本新株予約権は、当社普通株式にかかる株券が、いずれかの証券取引所に上場された場合に限り、行使することがで

きる。 

② 対象者は、本新株予約権の割当個数の全部又は一部を行使することができる。ただし、１個の本新株予約権をさらに

分割して行使することはできないものとする。 

③ 本新株予約権の行使にかかる払込金額の年間（暦年）の合計額は、1,200万円を超えることができない。ただし、この

金額は、租税特別措置法第29条の２第１項第２号に定める金額が改正された場合は、当該改正を含む改正租税特別措

置法の施行日に当該改正後の金額に変更されるものとする。 

④ 当社と付与対象者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

  

 

区分 
事業年度末現在

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 4,378 4,134 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 4,378 4,134 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 97,000 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年２月１日
至 平成23年１月31日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価額  97,000
資本組入額 48,500 

同左 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するに
は、当社取締役会の承認
を要する。 

同左 

代用払込みに関する事項         －         － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項         －         － 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
既発行株式数＋

新規発行（処分）株式数＋１株当たり払込金額 

１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行（処分）株式数 



(3）【ライツプランの内容】 

   該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．有限会社シノックスを吸収合併するにあたり普通株式6,944株を新株発行し、消滅会社の社員全員に発行価格32,000円に

て１：176の比率で割り当てております。 

２．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格    153,000円 

資本組入額   60,775円 

払込金総額  719,100千円 

３．新株予約権の権利行使による増加であります。 

４．平成19年４月１日から平成19年５月31日までの間に、新株予約権の権利行使により、発行済株式総数が244株、資本金及

び資本準備金がそれぞれ11百万円増加しております。 

  

(5）【所有者別状況】 

  

 

年月日 
発行済株式総
数増減数（株)

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成16年３月1日 
（注）１ 

6,944 609,832 － 615 324 832

平成18年３月16日 
（注）２ 

5,000 614,832 303 919 461 1,293

平成18年４月１日～ 
平成19年３月31日 

（注）３ 
925 615,757 44 964 44 1,338

          平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況
単元未満株
式の状況
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － 49 30 235 64 9 12,667 13,054 －

所有株式数
（株） 

－ 84,151 4,440 44,475 43,384 20 439,287 615,757 －

所有株式数の
割合（％） 

－ 13.67 0.72 7.22 7.05 0.00 71.34 100.00 －



(6）【大株主の状況】 

  

(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

 

    平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

篠原 欣子 東京都渋谷区 310,772 50.46 

ケリーサービスジャパン㈱ 東京都渋谷区渋谷2-12-11 30,000 4.87 

彌富 よしみ 東京都渋谷区 18,128 2.94 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 16,160 2.62 

日本トラスティ・サービス信託銀
行㈱（信託口） 

東京都中央区晴海1-8-11 14,726 2.39 

テンプスタッフ社員持株会 東京都渋谷区代々木2-1-1 13,644 2.21 

日興コーディアル証券投資事業組
合 

東京都千代田区丸の内1-2-1 13,000 2.11 

バンクオブニューヨークジーシー
エムクライアントアカウンツイー
アイエスジー 

東京都千代田区丸の内2-7-1 11,572 1.87 

山本 なな子 神奈川県相模原市 11,088 1.80 

彌富 太郎 東京都渋谷区 11,088 1.80 

計 － 450,178 73.10 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 615,757 615,757 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 615,757 － － 

総株主の議決権 － 615,757 － 

    平成19年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



(8）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき

新株予約権を発行する方法によるものであります。 

  

  

決議年月日 平成17年１月21日

付与対象者の区分及び人数（名） 

当社取締役
子会社取締役 
当社従業員 
子会社従業員 

2名
42名 
142名 
17名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 該当事項はありません。 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

     該当事項はありません。 

  

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

     該当事項はありません。 

  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

     該当事項はありません。 

  

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

     該当事項はありません。 

  

 



３【配当政策】 

 当社は将来の事業展開及びグループ全体の経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当を継続して実

施していく事を基本方針としております。なお、配当性向といたしましては単体利益の30％程度を目安として、株主への利益分

配を行っていく予定であります。 

 当社は中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。なお、これらの剰余金の配当の決

定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき、主要な事業である人材派遣事業が引き続き堅調に推移したことから、

１株当たり2,000円の配当（うち中間配当900円）を実施する事を決定いたしました。 

また、当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めてお

ります。 

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

  

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

なお、平成18年３月17日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価について該当事項はありま

せん。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

  

決議年月日 
配当金の総額 
（百万円） 

1株当たり配当額
（円） 

平成18年11月13日 
取締役会決議 

     553      900

平成19年６月27日 
定時株主総会決議 

677 1,100

回次 第30期 第31期 第32期 第33期 第34期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） － － － 201,000 197,000 

最低（円） － － － 166,000 138,000 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 197,000 194,000 179,000 174,000 174,000 171,000 

最低（円） 166,000 172,000 162,000 161,000 162,000 161,000 



５【役員の状況】 

 

役 名 職 名 氏 名 生年月日 略   歴 任期 
所有株
式数
（株） 

代表取締役 
社長 

  篠  原 欣  子 
昭和９年
10月19日生 

昭和46年９月 ピーエーエスエー入社 

昭和48年５月 当社代表取締役社長就任（現任） 

平成３年12月 サンクス・テンプ㈱（現身体障害者

雇用促進研究所㈱） 

代表取締役社長就任（現任） 

平成５年10月 テンプインターナショナル㈱ 

代表取締役社長就任（現任） 

平成９年２月 テンプエステート㈱ 

代表取締役社長就任（現任） 

平成16年６月 テンプスタッフ・ウェルフェア㈱代

表取締役社長就任（現任） 

平成18年５月 人材派遣健康保険組合 

理事長就任（現任） 

（注）３ 310,772

常務取締役 
東日本営業本
部長 

水  田 正  道 
昭和34年
６月13日生 

昭和59年４月 ㈱リクルート入社 

昭和63年７月 当社入社 川崎支店長 

平成７年６月 当社取締役就任 営業本部長 

平成14年４月 テンプスタッフ・テクノロジー㈱ 

代表取締役社長就任 

平成16年11月 ワールドネットワークス㈱ 

代表取締役社長就任 

平成17年４月 当社取締役 東日本営業本部長 

平成17年６月 当社常務取締役 東日本営業本部長 

平成17年９月 当社取締役 東日本営業本部長 

平成18年６月 当社常務取締役 東日本営業本部長

（現任） 

（注）３ 1,301

常務取締役 
経営企画本部
長 

佐  分 紀  夫 
昭和24年
６月２日生 

昭和57年10月 監査法人中央会計事務所（現みすず

監査法人）入所 

平成11年１月 当社入社 

平成11年４月 当社財務部長 

平成16年６月 当社取締役就任 サポート本部長 

平成17年４月 当社取締役 経営企画本部長 

平成17年６月 当社常務取締役 経営企画本部長

（現任） 

（注）３ 342

取締役 
営業企画本部
長 

和  田 孝  雄 
昭和37年
11月25日生 

昭和63年２月 ㈱スパロージャパン入社 

平成３年９月 当社入社 

平成14年４月 当社企画部長 

平成16年４月 当社営業企画本部長 

平成17年６月 当社執行役員 営業企画本部長 

平成18年６月 当社取締役就任 営業企画本部長

（現任） 

平成19年４月 グッドジョブ㈱代表取締役社長就任

（現任） 

（注）３ 304

取締役   渡  邉 清  俊 
昭和21年
３月２日生 

昭和43年４月 ㈱高田工業所入社 

昭和63年12月 テンプスタッフ福岡㈱入社 

平成４年６月 同社取締役就任 

平成７年１月 同社代表取締役社長就任（現任） 

平成18年６月 当社取締役就任（現任） 

（注）３ 20



 

役 名 職 名 氏 名 生年月日 略   歴 任期 
所有株
式数
（株） 

取締役   
Carl T. Camden 

（カール・ティー・ 
カムデン） 

昭和29年
11月20日生 

平成７年４月 Kelly Services,Inc．入社 

コーポレートマーケティング、シニ

アバイスプレジデント 

平成９年４月 同社マーケティング＆ストラテジ

ー、エグゼクティブバイスプレジデ

ント 

平成10年３月 同社フィールドオペレーション、セ

ールス＆マーケティング担当エグゼ

クティブバイスプレジデント 

平成13年４月 同社エグゼクティブバイスプレジデ

ント＆チーフオペレーティングオフ

ィサー（COO） 

平成13年12月 同社プレジデント＆COO、取締役 

就任 

平成17年６月 当社取締役就任（現任） 

平成18年２月 Kelly Services,Inc.プレジデント

＆チーフエグゼクティブオフィサー

（CEO）、取締役（現任） 

（注）３ －

常勤監査役   平  賀 稜威喜 
昭和14年
１月８日生 

昭和33年４月 千代田化工建設㈱入社 

平成元年２月 ㈱オリファ入社 

平成９年６月 同社取締役就任 総務部長 

平成12年10月 ㈱ワークネット入社 派遣事業 

長兼総務部長 

平成17年２月 ㈱コンサルティングミッション 

入社 

平成17年２月 社団法人日本人材派遣協会 

キャリアカウンセラー受任 

平成19年４月 当社入社 

平成19年６月 当社監査役就任（現任） 

（注）４ －

監査役   佐  伯 尚  孝 
昭和９年
８月18日生 

昭和34年４月 ㈱三和銀行入行（現㈱三菱東京ＵＦ

Ｊ銀行） 

昭和61年６月 同社取締役就任 企画部長 

平成６年６月 同社代表取締役頭取就任 

平成12年６月 神奈川観光開発㈱ 

代表取締役社長就任（現任） 

平成18年１月 ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 

名誉顧問就任（現任） 

平成18年６月 当社監査役就任（現任） 

（注）５ 14



 （注）１．取締役 Carl T. Camden（カール・ティー・カムデン）は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２．監査役佐伯 尚孝、島田晴雄及び荒井 薫は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３．平成19年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から１年間 

４．平成19年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

５．平成18年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

  

 

役 名 職 名 氏 名 生年月日 略   歴 任期 
所有株
式数
（株） 

監査役   島  田 晴  雄 
昭和18年
２月21日生 

昭和50年４月 慶應義塾大学経済学部助教授 

昭和53年５月 経済企画庁経済研究所（現内閣 

府）客員主任研究官 

昭和57年４月 慶應義塾大学経済学部教授 

昭和61年３月 マサチューセッツ工科大学 

訪問教授 

平成９年５月 岡谷鋼機㈱ 

社外監査役就任（現任） 

平成12年６月 東京大学先端科学技術研究セン 

ター客員教授 

平成13年６月 ㈱電通 社外監査役就任（現任） 

平成14年４月 ㈱ミレアホールディングス 

社外取締役就任（現任） 

平成16年４月 ㈱富士通総研経済研究所 

理事長就任（現任） 

平成19年３月 ㈱船井財産コンサルタンツ 

社外取締役就任（現任） 

平成19年４月 慶應義塾大学名誉教授就任 

（現任） 

平成19年４月 千葉商科大学学長就任（現任） 

平成19年６月 当社監査役就任（現任） 

（注）４ －

監査役   荒  井   薫 
昭和40年
５月５日生 

昭和63年４月 労働省（現厚生労働省）入省 

平成６年11月 監査法人三優会計社（現三優監 

査法人）入社 

平成10年４月 公認会計士登録 

平成11年８月 荒井公認会計士事務所設立 

（現任） 

 平成19年６月 当社監査役就任（現任） 

（注）４ －

計 312,753



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 
(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 コーポレート・ガバナンスとは、会社が継続的に成長していくために、経営が適正かつ効率的に運営されているかを監視す

る仕組みと認識しております。また、企業価値を継続的に高めて、株主・経営者・従業員・顧客企業・派遣労働者の方々等の

企業の利害関係者の利益の調整を図っていくことであると考えます。 

 一方、当社は、「雇用の創造」「人々の成長」「社会貢献」を企業理念とし、顧客企業並びに派遣労働者の方々に信頼さ

れ、社会に貢献できる会社を目指すとともに、株主及び社会から常に信頼を得て、健全な経営を行う事を重要な経営課題とし

て位置づけております。これらの実現のために、意思決定を迅速かつ的確に行うこと、経営監視を適切に機能させ、コンプラ

イアンスを遵守する経営体制とすることが不可欠であり、コーポレート・ガバナンスの強化を図ることが重要であると認識し

ております。 

  

(2）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

① 会社の機関の基本説明 

 当社は監査役制度を採用しており、監査役会は４名で構成され、うち３名の監査役は、社外監査役であります。各監査役

は、監査役会が定めた方針に従い、取締役会に出席して意見を述べるほか、取締役の職務執行を監査しております。監査役

会は、原則として月１回開催し、また、必要に応じて随時監査役会を開催し、監査役による監査の向上を図っております。 

 取締役会は、取締役６名で構成され、うち１名の取締役は、社外取締役であります。取締役会は経営上の重要事項の意思

決定及び業務執行を監督する機関として機能しております。取締役会は、原則として月１回開催し、また、必要に応じて随

時取締役会を開催しております。 

  

② 内部統制の模式図 

 
  

③ 内部統制システムの整備の状況 

 当社の業務の有効性・効率性、財務諸表の信頼性、関連法規の遵守の全てにわたる内部統制システムの体制整備において

は、内部統制基本方針を定め、経営企画部が統括部門となり、当社の専門部署に配置した責任者が実務を担当する組織体制



としております。さらに、会社の業務運営活動全般における不正の防止・コンプライアンス及び健全性維持・リスクの低

減・業務の効率化をそれぞれ図るため、社長直轄の監査部を設置し、内部統制の体制整備を行っております。監査部は、内

部監査規程に基づき業務運営全般に関して内部監査を実施し、業務の改善に向けて助言・指導を行っており、これら２部門

が有効に機能する協力体制をもって、当社及び当社グループ全体の内部統制システムの健全性を図ることとしております。 

  

④ 内部監査及び監査役監査の状況 

 当社の内部監査の組織は、責任者を含み要員５名の人員で構成され、当社及び国内・海外子会社を含め、内部監査を実施

しております。内部監査は、代表取締役社長の承認を得た監査計画に基づき、当社及び子会社の各部署・各部門について定

期的に実施しております。また、代表取締役社長から特命の監査の指示がある場合は、臨時の特別監査としてこれを実施し

ます。 

 監査役には、事務局として監査役会専任の従業員を１名配属しております。監査役は、監査計画を策定し、監査役会の承

認を受け、計画に沿って監査を実施しております。 

 なお、監査役と監査部担当者は、定期的に会計監査人と意見交換を行い、連携を深め、実効性のある監査を目指して対処

しております。 

  

⑤ 会計監査の状況 

 会計監査は、会計基準に準拠した適正な表示を確実に行うべく、会計監査人の監査を受けております。 

 当社の会計監査業務は、監査法人ナカチに委嘱しておりますが、監査法人及び業務執行社員と当社との間には特別の利害

関係はなく、監査法人と当社との間では、監査契約を締結し、それに基づき報酬を支払っております。 

 なお、当期において会計監査業務を執行した公認会計士の氏名及び監査業務に係る補助者の構成は、以下のとおりです。 

・業務を執行した公認会計士の氏名 

代表社員：安藤算浩、平田卓 

・会計監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士８名、その他１名 

  

⑥ 社外取締役及び社外監査役との関係 

 当社の社外取締役であるCarl T. Camden（カール・ティー・カムデン）は、Kelly Services, Inc.のプレジデント＆CEOを

兼任しております。なお、当社はKelly Services, Inc.と業務提携契約を締結しております。また、社外監査役である中町

誠、的場徹はともに弁護士であり、当社の株主として平成19年３月31日現在、当社の株式を各々200株保有しておりますが、

当社との間に取引関係はありません。社外監査役の佐伯尚孝は当社の株主であり、平成19年３月31日現在当社の株式を11株

保有しておりますが、当社との間に取引関係はありません。平成19年６月27日に就任した２名の社外監査役と当社との間に

は利害関係はありません。 

  

(3）リスク管理体制等について 

 当社では、「リスク管理規程」を定め、リスク管理体制を整備し、リスクを排除・予防してリスクの低減を図るよう努めて

おります。また緊急事態発生時には対策本部を設置して迅速な意思決定と対応を図る体制としております。 

 また、当社は、各種情報を大量に取り扱うため、従前より「情報の活用・管理」を経営思想に定めておりましたが、個人情

報保護法の施行及びコンプライアンス経営の観点から、平成16年７月にこれを「情報の保護・活用・管理」と改めました。個

人情報保護並びにデータ・セキュリティーの向上のため、全社員に対する研修の実施、個人情報保護に対する遵守状況のモニ

タリング・改善指導も全拠点に対して行うなど、全社的な取り組みとして役員並びに従業員のすべてが不断の努力を継続して

おります。なお当社は、平成14年１月に、財団法人日本情報処理開発協会（JIPDEC）より、個人情報の取扱いを適切に行って

いる民間事業者としてプライバシーマークの使用を許可され、平成18年１月にはその更新も行われております。 

 



(4）役員報酬及び監査報酬 

 当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬、並びに監査法人に対する監査報酬は以下のとおりでありま

す。 

① 役員報酬 

  

② 監査報酬 

  

(5）責任限定契約の内容の概要 

 当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する

契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取締役及び社外監査役は100万円または法令が定め

る額のいずれか高い額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役または社外監査役が責任の原

因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られます。 

  

 

区  分 当期支給額 

社内取締役に対する報酬 168百万円 

社外取締役に対する報酬 －百万円 

社内監査役に対する報酬 6百万円 

社外監査役に対する報酬 16百万円 

合計 191百万円 

区  分 当期支給額 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 30百万円 

上記以外の業務に基づく報酬 0百万円 

合計 30百万円 



第５【経理の状況】 
  

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結

財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連結会

計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等

規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度（平

成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務

諸表及び前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表については中央青山監査法人（現みすず監査法

人）により監査を受け、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表及び当事業年度（平成

18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表については監査法人ナカチにより監査を受けております。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

 前連結会計年度及び前事業年度   中央青山監査法人（現みすず監査法人） 

 当連結会計年度及び当事業年度   監査法人ナカチ 

  

  



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

 

    
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

１．現金及び預金     18,463 22,372 

２．受取手形及び売掛金 ※５   28,033 29,239 

３．繰延税金資産     993 1,371 

４．前払費用     623 － 

５．その他     508 2,030 

貸倒引当金     △   101 △    90 

流動資産合計     48,521 83.9 54,924 84.3

Ⅱ 固定資産      

１．有形固定資産      

(1)建物及び構築物   1,256 1,393  

減価償却累計額   528 727 603 790 

(2)器具及び備品   1,603 1,577  

減価償却累計額   944 659 968 608 

(3)土地     1,103 1,093 

(4)その他   5 2  

減価償却累計額   1 3 1 0 

有形固定資産合計     2,494 4.3 2,492 3.9

２．無形固定資産      

(1)連結調整勘定     2,178 － 

(2)のれん     － 3,253 

(3)その他     172 214 

無形固定資産合計     2,350 4.1 3,468 5.3

３．投資その他の資産      

(1)投資有価証券 ※1   862 711 

(2)差入保証金     2,063 2,318 

(3)繰延税金資産     1,121 941 

(4)保険積立金     128 － 

(5)その他     286 311 

貸倒引当金     △   11 △    29 

投資その他の資産合計     4,450 7.7 4,252 6.5

固定資産合計     9,295 16.1 10,214 15.7

資産合計     57,817 100.0 65,138 100.0

       



 

    
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

１．短期借入金     58 43 

２．未払金     12,008 13,599 

３．未払費用     447 － 

４．未払法人税等     3,074 3,594 

５．未払消費税等     2,490 2,470 

６．預り金     1,208 － 

７．賞与引当金     1,405 1,522 

８．役員賞与引当金     － 98 

９．その他     208 3,109 

流動負債合計     20,901 36.2 24,440 37.5

Ⅱ 固定負債      

１．退職給付引当金     1,118 62 

２．役員退職慰労引当金     731 － 

３．長期未払金     － 1,178 

４．その他     7 55 

固定負債合計     1,857 3.2 1,296 2.0

負債合計     22,759 39.4 25,737 39.5

       

（少数株主持分）      

少数株主持分     1,244 2.1 － －

       

（資本の部）      

Ⅰ 資本金 ※２   919 1.6 － －

Ⅱ 資本剰余金     1,293 2.2 － －

Ⅲ 利益剰余金     31,386 54.3 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    210 0.4 － －

Ⅴ 為替換算調整勘定     3 0.0 － －

資本合計     33,813 58.5 － －

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

    57,817 100.0 － －

       



  

  

    
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）      

Ⅰ 株主資本      

１．資本金     － － 964 1.5

２．資本剰余金     － － 1,338 2.0

３．利益剰余金     － － 35,681 54.8

株主資本合計     － － 37,984 58.3

Ⅱ 評価・換算差額等      

１．その他有価証券評価差
額金 

    － － 164 0.3

２．為替換算調整勘定     － － 15 0.0

評価・換算差額等合計     － － 180 0.3

Ⅲ 少数株主持分     － － 1,235 1.9

純資産合計     － － 39,400 60.5

負債純資産合計     － － 65,138 100.0

       



②【連結損益計算書】 

  

  

   
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   212,920 100.0 228,868 100.0

Ⅱ 売上原価   181,988 85.5 194,773 85.1

売上総利益   30,931 14.5 34,095 14.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 21,212 9.9 23,055 10.1

営業利益   9,719 4.6 11,040 4.8

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息   3 9  

２．受取配当金   6 7  

３．保険返戻金   5 14  

４．業務受託料   12 42  

５．助成金収入   45 35  

６．受取還付金   30 19  

７．その他   44 148 0.1 36 164 0.1

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息   3 9  

２．持分法による投資損失   19 32  

３．株式上場関連費用   72 －  

４．新株発行費   63 －  

５．その他   12 171 0.1 6 48 0.0

経常利益   9,696 4.6 11,156 4.9

Ⅵ 特別利益    

１．関係会社株式売却益   － 151  

２．保険返戻金   126 44  

３．役員退職慰労引当金戻入益   55 －  

４．その他   5 186 0.1 19 215 0.1

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産処分損 ※２ 73 55  

２．補償金   － 37  

３．役員退職金   128 －  

４．営業権償却   156 －  

５．退職金制度の変更に伴う損
失 

  － 35  

６．その他   － 358 0.2 22 151 0.1

税金等調整前当期純利益   9,524 4.5 11,221 4.9

法人税、住民税及び事業税   4,995 5,508  

法人税等調整額   37 5,033 2.4 △  339 5,169 2.2

少数株主利益   166 0.1 170 0.1

当期純利益   4,324 2.0 5,880 2.6

     



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

  

 

    
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高   832

Ⅱ 資本剰余金増加高  

１．増資による新株式の
発行 

  461 461

Ⅲ 資本剰余金期末残高   1,293

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高   27,203

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１．当期純利益   4,324 4,324

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１．配当金   60

２．役員賞与   80 141

Ⅳ 利益剰余金期末残高   31,386

   



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

919 1,293 31,386 33,599 

連結会計年度中の変動額     

新株の発行 44 44 － 89 

剰余金の配当（注） － － △   922 △   922 

剰余金の配当 － － △   553 △   553 

役員賞与（注） － － △   94 △   94 

当期純利益 － － 5,880 5,880 

連結子会社減少に伴う減少高 － － △   14 △   14 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

－ － － － 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

44 44 4,295 4,385 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

964 1,338 35,681 37,984 

  

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

為替換算調整勘定
評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

210 3 214 1,244 35,058

連結会計年度中の変動額    

新株の発行 － － － － 89

剰余金の配当（注） － － － － △   922

剰余金の配当 － － － － △   553

役員賞与（注） － － － － △    94

当期純利益 － － － － 5,880

連結子会社減少に伴う減少高 － － － － △    14

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△    45 12 △   33 △    9 △    42

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△    45 12 △   33 △    9 4,342

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

164 15 180 1,235 39,400



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

    
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前当期純利益 9,524 11,221 

減価償却費 472 376 

連結調整勘定償却額 896 － 

のれん償却額 － 967 

持分法による投資損失 19 32 

退職給付引当金の増減額(減少：△) 155 △     1,055 

役員退職慰労引当金の増減額(減少：△) △     93 － 

賞与引当金の増加額 101 97 

役員賞与引当金の増加額 － 98 

貸倒引当金の増減額(減少：△) △     154 6 

受取利息及び受取配当金 △      9 △      16 

支払利息 3 9 

関係会社株式売却損益 － △     151 

固定資産除売却損益 73 56 

売上債権の増加額 △    1,475 △     984 

営業債務の増加額 218 2,665 

その他資産の増加額 △     230 △     552 

その他負債の減少額 △     22 △     137 

役員賞与の支払額 △     80 △      94 

少数株主に負担させた役員賞与の支払額 △      9 △      11 

小計 9,386 12,526 

利息及び配当金の受取額 9 16 

利息の支払額 △      3 △      9 

法人税等の支払額 △    3,620 △    4,869 

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,772 7,665 



  

  

  次へ 

    
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資有価証券の売却による収入 － 411 

投資有価証券の取得による支出 △     0 △     300 

有形固定資産の売却による収入 － 27 

有形固定資産の取得による支出 △    418 △     344 

無形固定資産の取得による支出 △     49 △     81 

連結の範囲の変更を伴う子会社 
株式の取得による支出 

※２ △    909 △    2,472 

連結の範囲の変更を伴う子会社 
株式の売却による収入 

※３ － 211 

貸付による支出 △     37 △      6 

貸付金の回収による収入 65 31 

差入保証金にかかる支出 △    298 △     250 

差入保証金の回収にかかる収入 251 132 

その他 △     39 117 

投資活動によるキャッシュ・フロー △   1,435 △    2,524 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

短期借入れによる収入 56 420 

短期借入金の返済による支出 △     45 △     213 

社債の償還による支出 － △     405 

株式の発行による収入 765 89 

配当金の支払額 △   60 △    1,467 

少数株主への配当金支払額 △   61 △     68 

財務活動によるキャッシュ・フロー 654 △    1,644 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 15 5 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 5,006 3,502 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 13,429 18,433 

Ⅶ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少 △    2 － 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 18,433 21,935 

  



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結しております。 すべての子会社を連結しております。 

  (1)連結子会社の数  35社 (1)連結子会社の数  39社 

   連結子会社は、「第１企業の概況 

４.関係会社の状況」に記載しているた

め、省略しております。 

同左 

   テンプスタッフ・ケリー㈱（平成17年

９月１日取得）、㈱データシステム研究

所（平成17年６月30日取得）、KUNSHAN 

WIN DATA & SYSTEM LTD.（平成17年６月

30日取得）は、株式取得に伴い連結の範

囲に含めております。 

 テンプスタッフ・メディカライズ㈱、

Tempstaff Korea Co.,Ltd.は、当連結会

計年度に新たに設立したため連結の範囲

に含めております。 

 なお、テミス㈱は、解散に伴い当連結

会計年度より連結の範囲から除いており

ます。 

パーソナル㈱（平成18年11月17日取

得）は、株式取得に伴い連結の範囲に含

めております。 

テンプスタッフＳＰ㈱、テンプスタッ

フフロンティア㈱、Suzhou Tempstaff 

Consulting Co.,Ltd.、Suzhou 

Tempstaff Data Co.,Ltd.、Tempstaff 

Taiwan Co.,Ltd.及びTempstaff 

Guangzhou Ltd.は、当連結会計年度に新

たに設立したため連結の範囲に含めてお

ります。 

テンプスタッフ・ケリー㈱（平成19年

３月30日売却）は、株式売却に伴い連結

の範囲から除いております。 

KUNSHAN WIN DATA ＆ SYSTEM LTD.は、

解散に伴い当連結会計年度より連結の範

囲から除いております。 

      

２．持分法の適用に関する事

項 

(1)持分法適用の関連会社数  ３社 (1)持分法適用の関連会社数  ６社 

会社名 会社名 

  ㈱イー・スタッフィング 

㈱テンプ総合研究所 

㈱ディック・アルファ 

㈱イー・スタッフィング 

㈱テンプ総合研究所 

㈱ディック・アルファ 

テンプスタッフ・ライフアドバイザ

リー㈱ 

テンプスタイル㈱ 

パーソナル札幌㈱ 

パーソナル札幌㈱（平成18年11月17日

取得）は、株式取得に伴い持分法の適用

範囲に含めております。 

テンプスタッフ・ライフアドバイザリ

ー㈱、テンプスタイル㈱は、当連結会計

年度に新たに設立したため持分法の適用

範囲に含めております。 

      

  (2)持分法適用していない非連結子会社

及び関連会社 

(2)持分法適用していない非連結子会社

及び関連会社 

   該当事項はありません。 同左 

      



 

項目 
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社のうち、 

Tempstaff (Hong Kong) Ltd. 

TS Consulting International, Inc. 

Tempstaff (Singapore) Pte., Ltd. 

Tempstaff Recruitment Co., Ltd. 

Shanghai Tempstaff Consulting 

Co.,Ltd. 

Tempstaff Korea Co.,Ltd. 

KUNSHAN WIN DATA & SYSTEM LTD. 

の決算日は、12月31日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たっては、同

決算日現在の財務諸表を使用しておりま

す。ただし、１月１日から、連結決算日

３月31日までの期間に発生した重要な取

引については、連結上必要な調整を行っ

ております。 

 なお、㈱データシステム研究所は、当

連結会計年度より決算日を、３月31日に

変更しております。 

 連結子会社のうち、 

Tempstaff (Hong Kong) Ltd. 

TS Consulting International, Inc. 

Tempstaff (Singapore) Pte., Ltd. 

Tempstaff Recruitment Co., Ltd. 

Shanghai Tempstaff Consulting    

Co., Ltd. 

Tempstaff Korea Co.,Ltd. 

Suzhou Tempstaff Consulting Co.,Ltd. 

Suzhou Tempstaff Data Co.,Ltd. 

Tempstaff Taiwan Co.,Ltd. 

Tempstaff Guangzhou Ltd. 

の決算日は、12月31日であります。 

連結財務諸表の作成に当たっては、同決

算日現在の財務諸表を使用しておりま

す。ただし、１月１日から、連結決算日

３月31日までの期間に発生した重要な取

引については、連結上必要な調整を行っ

ております。 

      

４．会計処理基準に関する事

項 

  

  

  

  

(1)重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 イ 有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。 

  時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原価法を採用し

ております。 

同左 

      

(2)重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 イ 有形固定資産 

 当社及び連結子会社は、定率法（た

だし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除く）につい

ては定額法）を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

同左 

  建物及び構築物  ６～47年 

器具及び備品   ２～20年 

  

      



 

項目 
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ロ 無形固定資産 ロ 無形固定資産 

   当社及び連結子会社は定額法を採用

しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては当社では即時償却をしておりま

す。また、一部の連結子会社では社内

における利用可能期間（５年）に基づ

いております。 

 連結子会社は定額法を採用しており

ます。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては当社では即時償却をしておりま

す。また、一部の連結子会社では社内

における利用可能期間（５年）に基づ

いております。 

      

(3)繰延資産の処理方法 新株発行費 ――――――― 

   支出時に全額費用処理しております。   

      

(4)重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 イ 貸倒引当金 

 当社及び連結子会社は、売上債権、

貸付金等の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

同左 

      

  ロ 賞与引当金 ロ 賞与引当金 

   当社及び国内連結子会社は従業員に

対して支給する賞与の支出に充てるた

め、支給見込額の当期負担額を計上し

ております。 

同左 

      

  ハ     ――――――― ハ 役員賞与引当金 

     役員賞与の支出に備えて、当連結会

計年度における支給見込額に基づき計

上しております。 

  

（会計方針の変更） 

当連結会計年度より「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準第４号 平

成17年11月29日）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利益及び税

金等調整前当期純利益は、それぞれ98百

万円減少しております。 

なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 



 

項目 
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ニ 退職給付引当金 ニ 退職給付引当金 

   当社及び国内連結子会社において、

従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務の

見込額に基づき計上しております。 

 数理計算上の差異は、当連結会計年

度に全額費用処理しております。 

 国内連結子会社のうち1社は、従業

員の退職給付に備えるため、当連結会

計年度末における退職給付債務の見込

額に基づき計上しております。 

数理計算上の差異は、当連結会計年

度に全額費用処理しております。 

  

（追加情報） 

当社及び一部の連結子会社は、平成19

３月に退職一時金制度を廃止しており、

その一部については平成19年４月以降、

確定拠出年金制度へ移行する予定であり

ます。この制度改定に伴い、当連結会計

年度において退職給付債務の清算金額と

退職給付引当金との差額35百万円を特別

損失として計上しております。 

なお、制度改定に伴う清算未払金は、

流動負債の「未払金」、及び固定負債の

「長期未払金」に計上しております。 

      

  ホ 役員退職慰労引当金 ホ 役員退職慰労引当金 

   役員に対する退職慰労金の支出に備

えて、当社及び国内連結子会社の一部

は内規に基づく期末要支給額を計上し

ております。 

 なお、平成17年９月において当社及

び国内連結子会社の役員の退職慰労金

規程を廃止し、平成16年度定時株主総

会終結時までの在任期間に対応する退

職慰労金を各役員の退任時に支払うこ

ととしたため、当該期間に対応する内

規に基づく要支給額を計上しておりま

す。 

 平成17年度定時株主総会において、

当社及び国内連結子会社の役員の退職

慰労金規程を廃止し、平成16年度定時

株主総会終結時までの在任期間に対応

する退職慰労金を各役員の退任時に支

払うことを決議いたしました。 

 これに伴い、確定した役員退職慰労

金は、固定負債「長期未払金」に計上

しております。 

      

(5)重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

      

(6)その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式によっ

ております。 

同左 

      



  

 

項目 
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

  

      

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については、５年

間の均等償却を行っております。 

  

――――――― 

      

７．のれん償却に関する事項   

――――――― 

 のれんの償却については、５年間の定

額法により償却を行っております。 

      

８．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成しておりま

す。 

  

――――――― 

      

９．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 

  

      



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

表示方法の変更 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  

―――――― 

  

  

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

これまでの「資本の部」の合計に相当する金額は

38,164百万円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。 

    

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  

―――――― 

  

  

  

  

（連結貸借対照表） 

前連結会計年度において、区分掲記しておりました

「前払費用」（当連結会計年度599百万円）は、資産の

総額の100分の５以下であるため、流動資産の「その

他」に含めて表示しております。 

前連結会計年度において、「連結調整勘定」と掲記さ

れていたものは、当連結会計年度から「のれん」と表示

しております。 

前連結会計年度において、区分掲記しておりました

「保険積立金」（当連結会計年度29百万円）は、資産の

総額の100分の５以下であるため、投資その他の資産の

「その他」に含めて表示しております。 

前連結会計年度において、区分掲記しておりました「未

払費用」（当連結会計年度608百万円）及び「預り金」

（当連結会計年度2,311百万円）は、負債純資産の総額

の100分の５以下であるため、流動負債の「その他」に

含めて表示することにしました。 

  （連結キャッシュ・フロー計算書） 

前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」と掲

記されていたものは、当連結会計年度から「のれん償却

額」と表示しております。 

    



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

  

 

前連結会計年度
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（平成19年３月31日） 

※１ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 ※１ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 
  

投資有価証券(株式) 130百万円 投資有価証券(株式) 69百万円 

    

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式614,832株で

あります。 

※２       ――――――― 

    

３ 当社は、運転資金を効率的に調達するため、取引

銀行３行とシンジケートローン契約を締結しており

ます。この契約に基づく当連結会計年度末の借入未

実行残高は次のとおりであります。 

３ 当社は、運転資金を効率的に調達するため、取引

銀行３行とシンジケートローン契約を締結しており

ます。この契約に基づく当連結会計年度末の借入未

実行残高は次のとおりであります。 
  

シンジケートローン与信枠 11,000百万円 

借入実行残高 －百万円 

差引額 11,000百万円 

シンジケートローン与信枠 11,000百万円 

借入実行残高 － 百万円 

差引額 11,000百万円 

    

４       ――――――― ４ 債務保証 

  次の関係会社について、金融機関からの借入に関

し債務保証を行っております。 

  テンプスタッフ・ライフアドバ

イザリー㈱ 
30百万円 

    

※５        ――――――― ※５ 連結会計年度末日満期手形 

連結会計年度末日満期手形の会計処理について 

 は、手形交換日をもって決裁処理をしております。 

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であっ 

たため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計 

年度末残高に含まれております。 

   受取手形            0百万円 



（連結損益計算書関係） 

  

 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

は次のとおりであります。 
  

従業員給料手当及び賞与 8,593百万円 

賞与引当金繰入額 815百万円 

退職給付費用 101百万円 

役員退職慰労引当金繰入額 33百万円 

賃借料 2,577百万円 

貸倒引当金繰入額 12百万円 

従業員給料手当及び賞与 9,124百万円 

賞与引当金繰入額 770百万円 

役員賞与引当金繰入額 98百万円 

退職給付費用 110百万円 

賃借料 2,807百万円 

貸倒引当金繰入額 25百万円 

    

※２ 固定資産処分損の内容は次のとおりであります。 ※２ 固定資産処分損の内容は次のとおりであります。 

除却損 除却損 
  

建物及び構築物 38百万円 

器具及び備品 33百万円 

その他 1百万円 

計 73百万円 

建物及び構築物 13百万円 

器具及び備品 17百万円 

その他 24百万円 

計 55百万円 

    



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（注）普通株式の増加925株は、新株予約権の権利行使に伴う新株発行によるものであります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

  

  次へ 

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式 

普通株式 614,832 925 － 615,757 

合計 614,832 925 － 615,757 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 922 1,500 平成18年３月31日 平成18年６月28日

平成18年11月13日 
取締役会 

普通株式 553 900 平成18年９月30日 平成18年12月７日

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 677 利益剰余金 1,100 平成19年３月31日 平成19年６月28日



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在） （平成19年３月31日現在） 
  

  （百万円）

現金及び預金勘定 18,463 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △   30 

現金及び現金同等物の期末残高 18,433 

  （百万円）

現金及び預金勘定 22,372 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △   436 

現金及び現金同等物の期末残高 21,935 

    

※２ 株式取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の内訳 

※２ 株式取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の内訳 

 株式の取得により新たに㈱データシステム研究所

（同社子会社KUNSHAN WIN DATA & SYSTEM LTD.を含

む）及びテンプスタッフ・ケリー㈱を連結したこと

に伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに当該

会社株式の取得価額と当該会社取得のための支出

（純額）との関係は次のとおりであります。 

 株式の取得により新たにパーソナル㈱を連結した

ことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに

当該会社株式の取得価額と当該会社取得のための支

出（純額）との関係は次のとおりであります。 

（百万円） （百万円） 

㈱データシステム研究所（KUNSHAN WIN DATA & 

SYSTEM LTD.を含む） 

  

パーソナル㈱ 
  

流動資産   47 

固定資産   67 

連結調整勘定   255 

流動負債   △  143 

固定負債   △   1 

㈱データシステム研究所 
株式の取得価額 

  210 

㈱データシステム研究所 
現金及び現金同等物 

  △  21 

㈱データシステム研究所 
取得のための支出 

  188   

流動資産   1,238 

固定資産   227 

のれん   2,461 

流動負債   △ 684 

固定負債   △ 225 
パーソナル㈱

株式の取得価額 
  3,017 

パーソナル㈱

現金及び現金同等物 
  △ 545 

パーソナル㈱

取得のための支出 
  2,472 

    

テンプスタッフ・ケリー㈱   
  

流動資産   507 

固定資産   58 

連結調整勘定   726 

流動負債   △  458 

固定負債   △  30 

少数株主持分   △  37 

テンプスタッフ・ケリー㈱ 
株式の取得価額 

  765 

テンプスタッフ・ケリー㈱ 
現金及び現金同等物 

  △  43 

テンプスタッフ・ケリー㈱ 
取得のための支出 

  721 

  

      

      

      

      

      

      

    

    

    

    



  
  

  次へ 

  

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※３ 

  

――――――― 

  

※３ 当連結会計年度に株式の売却により連結子会社で

なくなった会社の資産及び負債の内訳 

株式の売却によりテンプスタッフ・ケリー㈱が連

結子会社でなくなったことに伴う売却時の資産及び

負債の内訳並びに当該会社株式の売却価額と売却に

よる収入は次のとおりであります。 

  テンプスタッフ・ケリー㈱ 

流動資産   1,065 

固定資産   52 

のれん   508 

流動負債   △ 885  

固定負債   △  29 

少数株主持分   △  99 

株式売却益   151 

テンプスタッフ・ケリー㈱ 

株式の売却価額 
  765 

テンプスタッフ・ケリー㈱ 

現金及び現金同等物 
  △ 553 

テンプスタッフ・ケリー㈱ 

売却による収入 
  211 

    



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額
相当額 

（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 

（百万円） 

期末残高
相当額 

（百万円）

器具及び備品 704 291 413

無形固定資産
その他 

300 106 194

合計 1,005 397 608

取得価額
相当額 

（百万円）

減価償却
累計額相
当額 

（百万円） 

期末残高
相当額 

（百万円） 

器具及び備品 881 371 509 

無形固定資産
その他 

324 171 152 

合計 1,205 543 662 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 205百万円 

１年超 410百万円 

合計 615百万円 

１年内 225百万円 

１年超 445百万円 

合計 670百万円 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 
  

支払リース料 233百万円 

減価償却費相当額 221百万円 

支払利息相当額 10百万円 

支払リース料 242百万円 

減価償却費相当額 232百万円 

支払利息相当額 10百万円 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

同左 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

  

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  

  次へ 

  種類 

前連結会計年度
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表
計上額 

（百万円） 

差額
（百万円） 

取得原価
（百万円） 

連結貸借対照表
計上額 

（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの 

(1）株式 82 431 349 82 359 277

(2）その他 100 106 6 100 105 5

小計 182 538 356 182 465 283

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの 

(1)株式 1 1 △    0 1 1 △    0

(2）その他 － － － － － －

小計 1 1 △    0 1 1 △    0

合計 183 539 355 183 467 283

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

－ － － 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

400 10 0 

  

前連結会計年度
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)その他有価証券 

非上場株式 191 91 



（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月

31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社グループは、退職一時金制度のほか、一部の連結子会社において確定給付型の制度として総合設立型厚生年金基金

制度を設けておりましたが、当社及び一部の連結子会社は、平成19年３月に退職一時金制度を廃止しており、その一部に

ついては平成19年４月以降、確定拠出年金制度へ移行する予定であります。 

  

２．退職給付債務に関する事項 

（注）１．一部の連結子会社は、総合設立型厚生年金基金に加入しておりますが、当該厚生年金基金制度は、退職給付会計実務指針

33項の例外処理を行う制度であります。同基金の年金残高のうち、同社の加入員数割合に基づく期末の年金資産残高は、

前連結会計年度1,503百万円、当連結会計年度1,376百万円であります。 

２．退職一時金制度の廃止に伴う影響額は次のとおりであります。 

確定拠出年金制度への資産移換額、及び退職金の前払額はそれぞれ669百万円、481百万円であり、確定拠出年金への移換

は４年間で行う予定であります。なお、当連結会計年度末時点の未移換額、及び退職金未清算額1,151百万円は、流動負債の

「未払金」、及び固定負債の「長期未払金」に計上しております。 

  

３．退職給付費用に関する事項 

（注） 総合設立型厚生年金基金に対する掛金の会社拠出額（前連結会計年度72百万円、当連結会計年度62百万円）は、「（1）勤務

費用」に含めております。 

  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 

  
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

  （百万円） （百万円） 

（1）退職給付債務 1,118 62 

（2）退職給付引当金 1,118 62 

退職給付債務の減少 1,110百万円 

退職給付引当金の減少 1,110百万円 

  
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  （百万円） （百万円） 

（1）勤務費用 208 244 

（2）利息費用 12 15 

（3）数理計算上の差異の費用処理額 △    29 △    12 

（4）退職給付費用（1）+（2）+（3） 191 247 

（5）確定拠出年金制度への移行等に
伴う損失 

－     35 

計 191 282 

  
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

（1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

（2）割引率 1.9％ 1.9％ 

（3）数理計算上の差異の処理年数 １年 同左 

（4）会計基準変更時差異の処理年数 １年 同左 



（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

（注）株式数に換算して記載しております。 

  

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式数

に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

  

② 単価情報 

  

 

  平成17年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数

当社取締役   ２名
子会社取締役  42名 
当社従業員   142名 
子会社従業員  17名 

株式の種類別のストック・オプシ
ョンの数（注） 

普通株式  5,720株

付与日 平成17年２月10日

権利確定条件 
付与日（平成17年２月10日）以降、権利確定日（平
成19年１月31日）まで継続して勤務していること。 

対象勤務期間 
自 平成17年２月10日
至 平成19年１月31日 

権利行使期間 
自 平成19年２月１日
至 平成23年１月31日 

    平成17年ストック・オプション

権利確定前 （株）   

前連結会計年度末   5,387

付与   －

失効   84

権利確定   5,303

未確定残   －

権利確定後 （株）   

前連結会計年度末   －

権利確定   5,303

権利行使   925

失効   －

未行使残   4,378

    平成17年ストック・オプション

権利行使価格 （円） 97,000

行使時平均株価 （円） 168,128

公正な評価単価（付与日） （円） －



２．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

ストック・オプションの費用計上が開始した平成18年５月１日以降のストック・オプションの付与は無いため、該当事

項はありません。 

  

３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

ストック・オプションの費用計上が開始した平成18年５月１日以降のストック・オプションの付与は無いため、該当事

項はありません。 

  

４．連結財務諸表への影響額 

ストック・オプションの費用計上が開始した平成18年５月１日以降のストック・オプションの付与は無いため、該当事

項はありません。 

  

（税効果会計関係） 

 

前連結会計年度
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（百万円） （百万円） 
  

  

繰延税金資産（流動）  

未払事業税否認 158 

未払事業所税否認 130 

賞与引当金 581 

未払費用否認額 121 

その他 21 

繰延税金資産（流動）小計 1,013 

評価性引当額 △  19 

繰延税金資産（流動） 計 993 

繰延税金資産（流動）  

未払事業税否認 279 

未払事業所税否認 140 

賞与引当金 650 

未払費用否認額 128 

未払退職金否認額 187 

その他 41 

繰延税金資産（流動）小計 1,428 

評価性引当額 △  56 

繰延税金資産（流動） 計 1,371 

  
  

  

繰延税金資産（固定）   

減価償却費損金算入限度超過額 437 

投資有価証券評価損 85 

退職給付引当金損金算入限度超過額 445 

役員退職慰労引当金 286 

税務上の繰越欠損金 115 

その他 12 

繰延税金資産（固定）小計 1,382 

評価性引当額 △  115 

繰延税金資産（固定） 計 1,266 

繰延税金資産（固定）   

減価償却費損金算入限度超過額 21 

税務上の繰延資産 397 

投資有価証券評価損 25 

未払退職金否認額 280 

未払役員退職慰労金否認額 328 

税務上の繰越欠損金 193 

その他 16 

繰延税金資産（固定）小計 1,262 

評価性引当額 △  205 

繰延税金資産（固定） 計 1,056 

  
  
繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 △  144 

その他 △   1 

繰延税金負債（固定） 計 △  145 

繰延税金資産の純額 2,114 

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 △  115 

繰延税金負債（固定） 計 △  115 

繰延税金資産の純額 2,312 

    

  



前連結会計年度
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（平成19年３月31日） 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
  

  

法定実効税率   40.7％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない
項目 

  0.5％

受取配当金等永久に益金に算入され
ない項目 

 △ 0.9％

住民税均等割等   0.7％

留保金課税   4.8％

有価証券評価損   1.4％

連結調整勘定償却額   3.8％

持分法投資損失   0.1％

評価性引当額   1.2％

その他   0.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率   52.9％

法定実効税率   40.7％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない
項目 

  0.4％

受取配当金等永久に益金に算入され
ない項目 

 △ 0.0％

住民税均等割等   0.6％

留保金課税   2.1％

のれん償却額   3.5％

持分法投資損失   0.1％

評価性引当額   1.3％

その他   △2.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率   46.1％

     

     

  



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

最近２連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は次のとおりであります。 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分の方法は、市場及びサービス内容の類似性を考慮し、区分しております。 

２．各区分に属する主要なサービス 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額はありません。 

５．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 

  

 

  

人材派遣・ 
請負、人材 
紹介事業 
（百万円） 

アウトソーシ
ング事業 
（百万円） 

その他の
事業 

（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全
社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益    

売上高    

(1）外部顧客に対する
売上高 

204,732 6,919 1,267 212,920 － 212,920

(2）セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

1,618 1,459 254 3,332 △ 3,332 －

計 206,350 8,379 1,522 216,252 △ 3,332 212,920

営業費用 197,231 8,065 1,263 206,559 △ 3,358 203,200

営業利益 9,119 314 258 9,693  26 9,719

Ⅱ．資産、減価償却費及
び資本的支出 

   

資産 55,176 6,293 2,341 63,810 △ 5,993 57,817

減価償却費 203 65 22 291 － 291

資本的支出 361 65 16 444 － 444

事業区分 主要サービス 

人材派遣・請負、人材紹介事業 
一般事務職、専門事務職、IT関連技術職、営業職等の人材派

遣・請負、人材紹介 

アウトソーシング事業 
顧客企業内もしくは当社グループ企業内にて行う、事務業務及

び軽作業等のアウトソーシング 

その他の事業 
会社都合の退職予定者等に対する面接指導や求人情報提供等の

再就職支援、個人及び企業を対象とした教育研修事業 



当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分の方法は、市場及びサービス内容の類似性を考慮し、区分しております。 

２．各区分に属する主要なサービス 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額はありません。 

５．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 

６．会計方針の変更 

（役員賞与に関する会計基準） 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(4)ハに記載のとおり、当連結会計年度より「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合

に比べて、「消去又は全社」の営業費用は98百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日至平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自平成18年４月１日至平成19年３月31

日） 

 本邦の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の

合計に占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

  

人材派遣・ 
請負、人材 
紹介事業 
（百万円） 

アウトソーシ
ング事業 
（百万円） 

その他の
事業 

（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全
社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益    

売上高    

(1)外部顧客に対する
売上高 

220,510 7,295 1,062 228,868 － 228,868

(2）セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

1,373 1,480 251 3,106 △ 3,106 －

計 221,883 8,776 1,314 231,974 △ 3,106 228,868

営業費用 211,343 8,005 1,359 220,708 △ 2,879 217,828

営業利益 10,540 771 △  45 11,266 △  226 11,040

Ⅱ．資産、減価償却費及
び資本的支出 

   

資産 62,835 5,734 2,361 70,932 △ 5,793 65,138

減価償却費 231 27 25 284 － 284

資本的支出 306 163 39 509 － 509

事業区分 主要サービス 

人材派遣・請負、人材紹介事業 
一般事務職、専門事務職、IT関連技術職、営業職等の人材派

遣・請負、人材紹介 

アウトソーシング事業 
顧客企業内もしくは当社グループ企業内にて行う、事務業務及

び軽作業等のアウトソーシング 

その他の事業 
会社都合の退職予定者等に対する面接指導や求人情報提供等の

再就職支援、個人及び企業を対象とした教育研修事業 



【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日至平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自平成18年４月１日至平成19年３月31

日） 

 海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月

31日） 

 該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  

１株当たり純資産額 54,840円78銭 

１株当たり当期純利益金額 6,930円61銭 

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額 

6,904円85銭 

１株当たり純資産額 61,980円52銭 

１株当たり当期純利益金額 9,564円43銭 

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額 

9,528円69銭 

  
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額    

当期純利益（百万円） 4,324 5,880 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 95 － 

（うち利益処分による役員賞与金） (  95) (－) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 4,229 5,880 

期中平均株式数（千株） 610 614 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

 当期純利益調整額（百万円） － － 

 普通株式増加数（千株） 2 2 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

  

―――――― 

  

  

  

  

―――――― 



（重要な後発事象） 

  

  

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  

―――――― 

  

  

  

  

当社は、平成19年３月27日開催の取締役会において、

㈱ワイズノットと資本業務提携をすることを決定し、平

成19年４月２日に㈱ワイズノットの子会社である㈱ワイ

ズノットヒューマンキャピタルの株式を取得いたしまし

た。 

① 目的 

IT技術者の育成派遣事業における協業 

② 株式取得の相手会社の概要 

会社名：㈱ワイズノット 

住所 ：東京都渋谷区東３－16－３ 

    エフ・ニッセイ恵比寿ビル 

代表者：代表取締役社長 嵐保憲 

事業内容：オープンソース・テクノロジーによる

ビジネス・ソリューションの提供 

資本金：84百万円 

③ 取得する会社の概要 

会社名：㈱ワイズノットヒューマンキャピタル 

住所 ：東京都渋谷区東３－16－３ 

    エフ・ニッセイ恵比寿ビル 

事業内容：OSS技術者特定派遣事業 

資本金：10百万円 

④ 株式取得時期 

平成19年４月２日 

⑤ 取得する株式の数 ：133株 

取得価額     ：363百万円 

取得後の議決権比率：66.5％ 

⑥ 資金調達の方法  ：自己資金による 

    



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

 （注） 平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

区分 
前期末残高
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 58 43 5.94 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － － 

長期借入金（１年以内に返済予定の
ものを除く。） 

－ － － － 

その他の有利子負債 － － － － 

計 58 43 － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

 

    
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

１．現金及び預金     13,108 16,531 

２．受取手形     3 2 

３．売掛金     19,160 20,189 

４．貯蔵品     44 58 

５．前払費用     414 387 

６．繰延税金資産     551 869 

７．関係会社短期貸付金     1,386 1,665 

８．その他     543 881 

貸倒引当金     △   124 △   400 

流動資産合計     35,086 75.6 40,184 75.0

Ⅱ 固定資産      

１．有形固定資産      

(1)建物   666 741  

減価償却累計額   290 376 332 408 

(2)器具及び備品   898 912  

減価償却累計額   462 435 524 388 

(3)土地     417 417 

有形固定資産合計     1,229 2.6 1,214 2.2

２．無形固定資産      

(1)電話加入権     51 51 

無形固定資産合計     51 0.1 51 0.1

３．投資その他の資産      

(1)投資有価証券     703 533 

(2)関係会社株式     6,755 9,227 

(3)従業員長期貸付金     14 4 

(4)長期前払費用     17 27 

(5)繰延税金資産     924 668 

(6)差入保証金     1,353 1,484 

(7)その他     303 205 

貸倒引当金     △    0 △    0 

投資その他の資産合計     10,072 21.7 12,150 22.7

固定資産合計     11,353 24.4 13,416 25.0

資産合計     46,439 100.0 53,600 100.0

       



 

    
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

１．未払金     8,502 9,807 

２．未払費用     228 244 

３．未払法人税等     1,627 2,293 

４．未払消費税等     1,629 1,609 

５．前受金     35 25 

６．預り金     844 1,792 

７．関係会社預り金     3,195 4,971 

８．賞与引当金     693 786 

９．役員賞与引当金     － 51 

10．その他     187 202 

流動負債合計     16,944 36.5 21,786 40.6

Ⅱ 固定負債      

１．退職給付引当金     796 － 

２．役員退職慰労引当金     558 － 

３．長期未払金     － 851 

４．その他     5 5 

固定負債合計     1,361 2.9 856 1.6

負債合計     18,305 39.4 22,642 42.2

（資本の部）      

Ⅰ 資本金 ※１   919 2.0 － －

Ⅱ 資本剰余金      

１．資本準備金   1,293 －  

資本剰余金合計     1,293 2.8 － －

Ⅲ 利益剰余金      

１．利益準備金   98 －  

２．任意積立金      

(1)別途積立金   22,450 －  

３．当期未処分利益   3,169 －  

利益剰余金合計     25,717 55.4 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    203 0.4 － －

資本合計     28,133 60.6 － －

負債・資本合計     46,439 100.0 － －

       



  

  

    
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）      

Ⅰ 株主資本      

１．資本金     － － 964 1.8

２．資本剰余金      

(1）資本準備金   － 1,338  

資本剰余金合計     － － 1,338 2.5

３．利益剰余金      

(1）利益準備金   － 98  

(2)その他利益剰余金      

別途積立金   － 24,450  

繰越利益剰余金   － 3,945  

利益剰余金合計     － － 28,493 53.2

株主資本合計     － － 30,796 57.5

Ⅱ 評価・換算差額等      

１．その他有価証券評価差
額金 

    － － 161 0.3

評価・換算差額等合計     － － 161 0.3

純資産合計     － － 30,957 57.8

負債純資産合計     － － 53,600 100.0

       



②【損益計算書】 

 

   
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     145,772 100.0 156,230 100.0

Ⅱ 売上原価     127,455 87.4 136,050 87.1

売上総利益     18,317 12.6 20,179 12.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費      

１．役員報酬   113 139  

２．給与手当   4,346 4,221  

３．賞与引当金繰入額   406 313  

４．役員賞与引当金繰入額   － 51  

５．退職給付費用   46 48  

６．役員退職慰労引当金繰
入額 

  19 －  

７．広告宣伝費   644 952  

８．貸倒引当金繰入額   4 1  

９．賃借料   1,371 1,523  

10．減価償却費   160 169  

11．通信費   627 652  

12．支払手数料   2,142 2,319  

13．その他   2,630 12,514 8.6 2,832 13,225 8.4

営業利益     5,802 4.0 6,953 4.5

Ⅳ 営業外収益      

１．受取利息 ※１ 21 24  

２．受取配当金 ※１ 220 330  

３．業務受託料 ※１ 356 328  

４．その他   65 663 0.4 53 736 0.4

Ⅴ 営業外費用      

１．支払利息 ※１ 8 19  

２．株式上場関連費用   72 －  

３．新株発行費   63 143 0.1 － 19 0.0

経常利益     6,322 4.3 7,671 4.9

Ⅵ 特別利益      

１．退職金制度の変更に伴
う利益 

  － 52  

２．保険返戻金   － － － 31 84 0.1

Ⅶ 特別損失      

１．固定資産処分損 ※２ 46 15  

２．関係会社整理損   49 －  

３．関係会社株式評価損   319 130  

４．貸倒引当金繰入額   91 283  

５．その他   － 506 0.3 4 432 0.3

税引前当期純利益     5,816 4.0 7,322 4.7

法人税、住民税及び事
業税 

  2,803 3,184  

法人税等調整額   19 2,822 1.9 △  164 3,019 1.9

当期純利益     2,993 2.1 4,303 2.8

前期繰越利益     175 － 

当期未処分利益     3,169 － 

       



売上原価明細書 

 （注）※１ 以下の費用が含まれております。 

  

 （注）※２ 主な内訳は次のとおりであります。 

  

  

   
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 労務費 ※１ 124,507 97.7 132,989 97.7

Ⅱ 経費 ※２ 2,948 2.3 3,061 2.3

合計   127,455 100.0 136,050 100.0

項目 
前事業年度（百万円）

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度（百万円） 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

賞与引当金繰入額 286 449 

退職給付費用 53 79 

項目 
前事業年度（百万円）

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度（百万円） 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

広告費 1,278 1,389 

支払手数料 524 495 

研修会議費 291 283 

交通費 192 188 

通信費 184 196 

外注費 241 283 



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

  

 

    
前事業年度

（株主総会承認日 
平成18年６月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）

Ⅰ 当期未処分利益   3,169

Ⅱ 利益処分額  

１．配当金   922

２．役員賞与金   51

（うち監査役賞与金）   （  －）

３．任意積立金  

(1)別途積立金   2,000 2,973

Ⅲ 次期繰越利益   195

   



株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

  次へ 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計 

資本準備金 
資本剰余金
合計 

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計 

別途積立金
繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

919 1,293 1,293 98 22,450 3,169 25,717 27,930

事業年度中の変動額      

新株の発行 44 44 44 － － － － 89

別途積立金の積立て（注） － － － － 2,000 △ 2,000 － －

剰余金の配当（注） － － － － － △  922 △  922 △  922

剰余金の配当 － － － － － △  553 △  553 △  553

役員賞与（注） － － － － － △  51 △   51 △   51

当期純利益 － － － － － 4,303 4,303 4,303

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

－ － － － － － － －

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

44 44 44 － 2,000 775 2,775 2,865

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

964 1,338 1,338 98 24,450 3,945 28,493 30,796

  

評価・換算差額等 

純資産合計
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

203 203 28,133

事業年度中の変動額  

新株の発行 － － 89

別途積立金の積立て（注） － － －

剰余金の配当（注） － － △  922

剰余金の配当 － － △  553

役員賞与（注） － － △  51

当期純利益 － － 4,303

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

△   41 △  41 △  41

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△   41 △  41 2,824

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

161 161 30,957



重要な会計方針 

 

項目 
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1)子会社株式及び関連会社株式 (1)子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法を採用してお

ります。 

同左 

      

  (2)その他有価証券 (2)その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。 

  時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原価法を採用して

おります。 

同左 

      

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

貯蔵品 貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法を採用し

ております。 

同左 

      

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産 (1)有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）については定額法）を採用して

おります。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

同左 

  建物         ６～47年 

器具及び備品     ２～20年 

  

      

  (2)無形固定資産 (2)無形固定資産 

   自社利用のソフトウェアについては

即時償却しております。 

同左 

      

４．繰延資産の処理方法 新株発行費   

   支出時に、全額費用処理しておりま

す。 

――――――― 

      

５．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 

   売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等について

は個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

同左 

      



 

項目 
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2)賞与引当金 (2)賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額の当期負担

額を計上しております。 

同左 

      

  (3)     ――――――― (3)役員賞与引当金 

     役員賞与の支出に備えて、当事業年

度における支給見込額に基づき計上し

ております。 

  

（会計方針の変更） 

 当事業年度より「役員賞与に関する会

計基準」（企業会計基準第４号 平成17

年11月29日）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益は、それぞれ51百万円減

少しております。 

      

  (4)退職給付引当金 (4)退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため当事

業年度末における退職給付債務の見込

額に基づき計上しております。 

 また、数理計算上の差異は、当事業

年度に全額費用処理しております。 

――――――― 

    （追加情報） 

 当社は、平成19年３月に退職一時金制

度を廃止しており、その一部については

平成19年４月以降、確定拠出年金制度へ

移行する予定であります。この制度改定

に伴い、当事業年度において退職給付債

務の清算金額と退職給付引当金との差額

52百万円を特別利益として計上しており

ます。 

 なお、制度改定に伴う清算未払金は、

流動負債の「未払金」、及び固定負債の

「長期未払金」に計上しております。 

      



  

会計処理方法の変更 

  

 

項目 
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (5)役員退職慰労引当金 (5)役員退職慰労引当金 

   役員に対する退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 

 なお、平成17年９月において役員の

退職慰労金規程を廃止し、平成16年度

定時株主総会終結時までの在任期間に

対応する退職慰労金を各役員の退任時

に支払うこととしたため、当該期間に

対応する内規に基づく要支給額を計上

しております。 

 平成17年度定時株主総会において、

当社の役員の退職慰労金規程を廃止

し、平成16年度定時株主総会終結時ま

での在任期間に対応する退職慰労金を

各役員の退任時に支払うことを決議い

たしました。 

これに伴い、確定した役員退職慰労金

は、固定負債「長期未払金」に計上し

ております。 

      

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

      

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式によっ

ております。 

同左 

    

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  

────── 

  

  

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平

成17年12月９日）を適用しております。 

これまでの「資本の部」の合計に相当する金額は

30,957百万円であります。 

なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

    



表示方法の変更 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 前事業年度に区分掲記しておりました、販売費及び一

般管理費の租税公課（当事業年度312百万円）、及びシ

ステム開発費（当事業年度253百万円）は、金額的重要

性が低くなったため「その他」に含めて表示いたしてお

ります。 

  

――――――― 

    



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度
（平成19年３月31日） 

※１ 授権株式数及び発行済株式総数 ※１       ――――――― 
  

授権株式数 普通株式 2,400,000株

発行済株式総数 普通株式 614,832株

  

    

２ 配当制限 ２       ――――――― 

商法施行規則第124条第3号に規定する純資産額   

203百万円  

    

３ 当社は、運転資金を効率的に調達するため、取引

銀行３行とシンジケートローン契約を締結しており

ます。この契約に基づく当事業年度末の借入未実行

残高は次のとおりであります。 

３ 当社は、運転資金を効率的に調達するため、取引

銀行３行とシンジケートローン契約を締結しており

ます。この契約に基づく当事業年度末の借入未実行

残高は次のとおりであります。 
  

シンジケートローン与信枠 11,000百万円 

借入実行残高 －百万円 

差引額 11,000百万円 

シンジケートローン与信枠 11,000百万円 

借入実行残高 －百万円 

差引額 11,000百万円 

    

４       ――――――― ４ 債務保証 

  次の関係会社について、金融機関からの借入に

関し債務保証を行っております。 

  テンプスタッフ・ライフアドバ

イザリー㈱ 
30百万円 

Shanghai Tempstaff  

Consulting Co.,Ltd. 
43百万円 

Suzhou Tempstaff  

Consulting Co.,Ltd. 
15百万円 

  88百万円 

    



（損益計算書関係） 

  

（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 
  

  

受取利息 19百万円

受取配当金 214百万円

業務受託料 343百万円

受取利息 20百万円

受取配当金 323百万円

業務受託料 318百万円

支払利息 19百万円

    

※２ 固定資産処分損の内容は次のとおりであります。 ※２ 固定資産処分損の内容は次のとおりであります。 

除却損 除却損 
  

建物 22百万円

器具及び備品 23百万円

計 46百万円

建物 11百万円

器具及び備品 4百万円

計 15百万円

    



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額
相当額 

（百万円） 

減価償却
累計額 
相当額 

（百万円） 

期末残高
相当額 

（百万円）

器具及び備品 374 151 223

ソフトウェア 186 69 117

合計 561 220 341

取得価額
相当額 

（百万円）

減価償却
累計額 
相当額 

（百万円） 

期末残高
相当額 

（百万円） 

器具及び備品 501 194 306 

ソフトウェア 210 115 95 

合計 712 310 402 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 115百万円 

１年超 229百万円 

合計 345百万円 

１年内 125百万円 

１年超 281百万円 

合計 406百万円 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 
  

支払リース料 125百万円 

減価償却費相当額 120百万円 

支払利息相当額 5百万円 

支払リース料 135百万円 

減価償却費相当額 130百万円 

支払利息相当額 5百万円 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

同左 



（有価証券関係） 

 前事業年度（平成18年３月31日）及び当事業年度（平成19年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

 



（税効果会計関係） 

  

 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度
（平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
  

  

  （百万円）

繰延税金資産（流動）   

未払事業税否認 45 

未払事業所税否認 92 

貸倒引当金損金算入限度超過額 39 

賞与引当金 282 

一括償却資産損金算入限度超過額 3 

未払費用否認額 87 

繰延税金資産（流動） 計 551 

繰延税金資産（固定）   

減価償却費損金算入限度超過額 417 

一括償却資産損金算入限度超過額 1 

投資有価証券評価損 85 

退職給付引当金損金算入限度超過額 324 

役員退職慰労引当金 227 

その他 8 

繰延税金資産（固定） 計 1,064 

    

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △  139 

繰延税金負債 計 △  139 

繰延税金資産の純額 1,475 

  （百万円）

繰延税金資産（流動）   

未払事業税否認 171 

未払事業所税否認 99 

貸倒引当金損金算入限度超過額 2 

賞与引当金 319 

役員賞与引当金 21 

一括償却資産損金算入限度超過額 4 

未払費用否認額 89 

未払退職金否認額 161 

繰延税金資産（流動） 計 869 

繰延税金資産（固定）   

減価償却費損金算入限度超過額 11 

税務上の繰延資産 392 

一括償却資産損金算入限度超過額 3 

投資有価証券評価損 25 

未払退職金否認額 118 

未払役員退職慰労金否認額 227 

繰延税金資産（固定） 計 778 

    

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △  110 

繰延税金負債 計 △  110 

繰延税金資産の純額 1,537 

    

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
  
法定実効税率 40.7％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入 

されない項目 
0.6％ 

受取配当金等永久に益金に算入 

されない項目 
△ 1.5％ 

住民税均等割等 0.7％ 

留保金課税 5.4％ 

その他 2.6％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 48.5％ 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため注記を省略しております。 

    



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  

１株当たり純資産額 45,674円58銭 

１株当たり当期純利益金額 4,821円27銭 

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額 

4,803円35銭 

１株当たり純資産額 50,276円17銭 

１株当たり当期純利益金額 6,998円45銭 

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額 

6,972円30銭 

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当期純利益（百万円） 2,993 4,303 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 51 － 

（うち利益処分による役員賞与金） （ 51） （－） 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,942 4,303 

期中平均株式数（千株） 610 614 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

 当期純利益調整額（百万円） － － 

 普通株式増加数（千株） 2 2 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

  

―――――― 

  

  

  

  

―――――― 



（重要な後発事象） 

  

  

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  

────── 

  

  

  

  

当社は、平成19年３月27日開催の取締役会において、

㈱ワイズノットと資本業務提携をすることを決定し、平

成19年４月２日に㈱ワイズノットの子会社である㈱ワイ

ズノットヒューマンキャピタルの株式を取得いたしまし

た。 

① 目的 

IT技術者の育成派遣事業における協業 

② 株式取得の相手会社の概要 

会社名：㈱ワイズノット 

住所 ：東京都渋谷区東３－16－３ 

    エフ・ニッセイ恵比寿ビル 

代表者：代表取締役社長 嵐保憲 

事業内容：オープンソース・テクノロジーによる

ビジネス・ソリューションの提供 

資本金：84百万円 

③ 取得する会社の概要 

会社名：㈱ワイズノットヒューマンキャピタル 

住所 ：東京都渋谷区東３－16－３ 

    エフ・ニッセイ恵比寿ビル 

事業内容：OSS技術者特定派遣事業 

資本金：10百万円 

④ 株式取得時期 

平成19年４月２日 

⑤ 取得する株式の数 ：133株 

取得価額     ：363百万円 

取得後の議決権比率：66.5％ 

⑥ 資金調達の方法  ：自己資金による 

    



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

【その他】 

  

  

投資有価証
券 

その他有
価証券 

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円） 

㈱大塚商会 16,000 180 

テンプスタッフフォーラム㈱ 129 75 

ミレアホールディングス㈱ 9,000 39 

㈱ソニー 5,242 31 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 22.44 29 

㈱みずほフィナンシャルグループ 28.79 21 

㈱Ｔ＆Ｄホールディングス 2,100 17 

テンプスタッフグロウ㈱ 60 11 

㈱高田工業所 6,655 5 

㈱パソナ 15 3 

その他（７銘柄） 13,940 10 

計 53,192.23 427 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額

（百万円） 

（投資信託受益証券） 
 証券投資信託受益証券 

105,905,805 105 

計 105,905,805 105 



【有形固定資産等明細表】 

  

【引当金明細表】 

 （注）１．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額20百万円及び回収による戻入額０百万

円であります。 

    ２．役員退職慰労引当金の「当期減少額（その他）」は、平成17年度定時株主総会において、役員退職慰労引当金が廃止さ

れ、役員退職慰労金が確定したことに伴う、長期未払金への振替によるものであります。 

  

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産    

建物 666 113 37 741 332 69 408

器具及び備品 898 81 68 912 524 100 388

土地 417 － － 417 － － 417

有形固定資産計 1,982 194 105 2,071 857 169 1,214

無形固定資産    

電話加入権 51 － － 51 － － 51

無形固定資産計 51 － － 51 － － 51

長期前払費用 17 31 21 27 － － 27

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 125 305 8 21 400

賞与引当金 693 786 693 － 786

役員賞与引当金 － 51 － － 51

役員退職慰労引当金 558 － － 558 －



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

② 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

(ロ)期日別内訳 

  

 

区分 金額（百万円）

現金 0 

預金 

当座預金 11,877 

普通預金 4,605 

別段預金 8 

定期預金 40 

小計 16,531 

合計 16,531 

相手先 金額（百万円）

ダイコク電機㈱ 2 

合計 2 

期日別 金額（百万円）

平成19年４月 0 

    ５月 0 

    ６月 0 

    ７月 0 

合計 2 



③ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

  

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

④ 貯蔵品 

  

⑤ 関係会社株式 

  

 

相手先 金額（百万円）

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 637 

富士通㈱ 245 

㈱三井住友銀行 233 

日本ヒューレット・パッカード㈱ 157 

テンプスタッフ・アウトソーシング㈱ 154 

その他 18,762 

合計 20,189 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D)
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

19,160 163,858 162,829 20,189 89.0 44

区分 金額（百万円）

印刷物 29 

金券類 16 

その他 13 

合計 58 

区分 金額（百万円）

㈱日本アイデックス 3,067 

パーソナル㈱ 3,017 

テンプスタッフ福岡㈱ 1,209 

テンプインターナショナル㈱ 400 

テンプスタッフファミリエ㈱ 268 

テンプスタッフ・ゼムス㈱ 200 

その他 1,064 

合計 9,227 



⑥ 未払金 

  

⑦ 関係会社預り金 

  

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

区分 金額（百万円）

派遣スタッフ給与 5,297 

社会保険料 2,092 

前払退職金 298 

従業員給与 284 

事業所税 243 

その他 1,591 

合計 9,807 

相手先 金額（百万円）

テンプスタッフ・テクノロジー㈱ 1,865 

テンブロス㈱ 918 

グッドジョブ㈱ 553 

テンプスタッフ・アウトソーシング㈱ 544 

テンプスタッフ・インテグレーション㈱ 484 

その他 604 

合計 4,971 



第６【提出会社の株式事務の概要】 
  

  

  

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 １株券、10株券、100株券、1,000株券、10,000株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 － 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 － 

株主名簿管理人 － 

取次所 － 

買取手数料 － 

公告掲載方法 

電子公告とし、次の当社ホームページアドレスに掲載します。 
（http://www.tempstaff.co.jp/） 
但し、事故その他止むを得ない事由により、電子公告をすることができ
ないときは、日本経済新聞に掲載します。 

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７【提出会社の参考情報】 
  

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社には、親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第33期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月28日関東財務局長に提出。 

  

(2) 半期報告書 

 （第34期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月27日関東財務局長に提出。 

  

(3) 訂正報告書 

 訂正報告書（上記半期報告書の訂正報告書）平成19年２月13日関東財務局長に提出。 

  

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２８日

テ ン プ ス タ ッ フ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているテンプスタッフ株式

会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計

算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、テンプスタッフ

株式会社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 久 保 直 生 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 林 功 幸 

      



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の監査報告書  

  平成１９年６月２８日

テンプスタッフ株式会社   

  取締役会 御中   

  監査法人 ナ カ チ   

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 安藤 算浩  ㊞ 

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 平田 卓   ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

テンプスタッフ株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属

明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連

結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

テンプスタッフ株式会社及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会

計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２８日

テ ン プ ス タ ッ フ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているテンプスタッフ株式

会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第３３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利

益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、テンプスタッフ株式

会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 久 保 直 生 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 林 功 幸 

      



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の監査報告書  

  平成１９年６月２８日

テンプスタッフ株式会社   

  取締役会 御中   

  監査法人 ナ カ チ   

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 安藤 算浩  ㊞ 

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 平田 卓   ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

テンプスタッフ株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第３４期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、テン

プスタッフ株式会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 
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